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資料 1 



 

第 1 章 産業振興 －活力と魅力あふれる産業づくり－ 

自然と文化の観光交流圏づくり 

 

１ 観 光   主な実績 

○「西尾の抹茶」「一色産うなぎ」の知名度の

向上などにより、飲食関連の施設数や来訪者

数は全体的に増加傾向にあります。 

○観光協会の法人化に伴い、観光モデルコース

の設定や独自ツアーの企画・販売が可能にな

りました。 

 

○竜の子街道広域観光推進協議会で醸造を軸

とした特産品を開発するなど広域観光を推

進しています。 

○各種メディアで度々取り上げられるなどア

ートの島・佐久島の知名度が高まり、観光客

が着実に増加しています。 

  今後の課題 
○本市は、海、川、山の自然に恵まれ、豊富な

観光資源を有しています。しかし、「西尾の

抹茶」「一色産うなぎ」「佐久島」など知名度

が高まっている資源があるものの、県外での

知名度はまだ低いため、ＳＮＳを活用するな

ど、効果的にＰＲする必要があります。 

○点在する観光資源を効果的につなぐため、公

共交通などの整備をはじめ、モデルコースを

活用した観光ツアーの企画・販売を強化する

とともに、観光ツアーの誘致を推進する必要

があります。 

○各種体験プログラムの充実や観光コースへ 

 

の組み込みなどにより、市内でゆっくり滞在

できるような工夫が求められます。 

○遠方からの集客を拡大するため、竜の子街道

推進協議会などによる広域観光や県外での

ＰＲ活動などを進める必要があります。さら

に訪日外国人客を誘致するため、海外への情

報発信を強化する必要があります。 

○年々増加する佐久島への観光客に対応する

ため、移住促進による人材の確保と併せて、

受け入れ体制を充実する必要があります。 

 

⽬指す姿と⽬標指標 

●豊富な観光資源と観光拠点を結ぶルートが整備され、県外から多くの観光客が訪れています。 

●「見る・遊ぶ・泊まる・食べる・買う」を完結できる回遊型・滞在型・体験型の観光メニューを

充実することで、市内に滞在する観光客が増加するとともに、本市の観光業が活性化しています。 

●漁業や農業などの地域資源を生かした体験型イベントや特産品の開発などにより、観光業以外の

産業も活性化しています。 

 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

⼀⾊さかな広場年間来場者数 794,200 ⼈ 741,700 ⼈ 820,000 ⼈ 850,000 ⼈

⻄尾市憩の農園年間来園者数 794,420 ⼈ 756,414 ⼈ 820,000 ⼈ 850,000 ⼈

道の駅にしお岡ノ⼭年間来駅
者数 

488,632 ⼈ 508,183 ⼈ 510,000 ⼈ 550,000 ⼈

年間佐久島渡船乗船⼈数 182,000 ⼈ 255,649 ⼈ 207,000 ⼈ 260,000 ⼈   
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第 1 章 産業振興 －活力と魅力あふれる産業づくり－ 

自然と文化の観光交流圏づくり 

  施策の内容 
(１) 観光ルートの整備、観光交流圏づくり 

① さまざまな資源を活用して観光の魅力を高

めるため、観光コースの周知やコース間の交

通連携、新たなコースの開発などを進め、ま

ち全体で西尾の魅力を感じられる取り組み

を進めます。 

② 竜の子街道広域観光推進協議会などの広域

観光を推進するとともに、日本版 DMO を設

立し、回遊性が高い観光圏の形成を目指しま

す。 

③ まちの玄関口である西尾駅周辺をはじめ、主

要な拠点における観光案内の機能を充実し

ます。 

④ 鳥羽の火祭りや大提灯まつり、てんてこ祭、

大名行列などの文化的行事の保存と活性化

に努めます。 

(２) 観光メニューの創出 

① 地域資源を活用した滞在型・回遊型・体験型

の観光メニューを充実させ、西尾市に滞在す

る魅力を高めます。 

② 特産品の開発・販売、観光客のニーズに合わ

せたメニューの開発など、事業者の取り組み

を促進します。 

③ 観光ツアーや体験プログラムなどの観光商

品を販売し、集客を図ります。 

(３) 西尾の魅力の PR 

① 観光パンフレットを充実するとともに、イン

ターネットやマスコミなどを有効活用して

観光の PR を展開します。 

② ＳＮＳなどで西尾の魅力を発信する人を増

やし、情報発信力を高めます。 

③ 県内外の物産展で西尾の魅力をＰＲします。

(４)佐久島観光の推進 

① アート作品や海水浴、潮干狩り、グルメ、特

産品などの観光資源を整備し、佐久島の観光

の魅力を高めます。 

② 増加する観光客に対応するため、飲食や宿泊

の機能などの受け入れ体制を充実させます。

③ 過疎化対策と併せてクラインガルテン事業

などを行い、移住・定住を促進します。   協働のまちづくりの考え⽅ 
観光を持続可能なものにするため、地元商工業者や宿泊事業者などが主体となり、ビジネスと

して成り立つような創意工夫を重ねながら、集客につながる西尾の魅力を高めます。また、地域

資源を活用するために、市民も積極的に関わりながら、観光につながるまちづくりに取り組みま

す。 

行政は、こうした民間事業者や市民の取り組みを支援するとともに、関係者間の連携を深めて、

一体的な取り組みとなるようにコーディネートし、観光協会と連携したＰＲ活動を展開します。 

  市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

関係する民間事業者は、限定メニューや見学・体験コース

などの魅力的な商品やサービスの開発に努めるとともに、観

光の魅力づくりに協力します。 

市民は西尾の魅力を伝える「おもてなし隊」やボランティ

アガイドの活動に参加・協力することにより、西尾市の情報

を発信します。 観光協会の活動を支援すると

ともに、連携してシティプロモ

ーションを展開します。 
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特産品開発と地域ブランド化 

 

２ 地域ブランド   主な実績 

○「西尾の抹茶」「一色産うなぎ」が特許庁の

地域ブランド（地域団体商標）に認定されて

いる他、平成 29 年 3 月に「西尾の抹茶」が

農林水産省の GI（地理的表示）に登録されま

した。 

○醸造を軸とした特産品として「竜の子ロー

ル」「竜の子スイーツ」「西尾の抹茶なべ」な

どの開発をしてきました。 

○「西尾の抹茶」「一色産うなぎ」を表示する

店舗が増えるなど、ブランドの確立に向け知

名度が高まってきています。 

○「三河一色えびせんべい」として地域団体商

標の登録を申請しており、新たなブランドづ

くりに取り組んでいます。   今後の課題 
○竜の子街道広域観光推進協議会や観光協会

を中心にスイーツや料理を開発してきまし

た。今後それらを継続・定着させるために、

効果的に販路を開拓する必要があります。 

○「西尾の抹茶」「一色産うなぎ」「三河一色え

びせんべい」を PR するために、各種組合が

中心となり物産展へ出展していますが、首都

圏ではまだ知名度が低いことから、さらに効

果的に PR する必要があります。 

○「西尾の抹茶」「一色産うなぎ」は、外国人 

 

にとっても魅力的なコンテンツになる可能

性があることから、海外でプロモーションを

展開する必要があります。 

○「三河一色えびせんべい」として地域団体商

標の登録申請しており、新たな地域ブランド

として PR を強化する必要があります。 

○西尾の特産品の知名度は高まってきていま

すが、「西尾市」の知名度が低いことから、

商品と合わせて西尾市のイメージを形成す

る必要があります。 

 

⽬指す姿と⽬標指標 

●西尾の特産品が広く全国に知られています。 

●「西尾の抹茶」「一色産うなぎ」に続き、新たに「三河一色えびせんべい」などがブランド化さ

れています。 

●西尾の特産品のブランド化と西尾市のイメージアップの相乗効果により、特産品と地域の評価が

さらに高まる好循環が形成されています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

東京での物産展における「⻄尾

市」の知名度 
38.1% 34.0% 45% 50%

⻄尾の特産品を３つ以上知って

いる市⺠の割合 
67.8%

67.1%

（H29）
75% 80%   
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特産品開発と地域ブランド化 

  施策の内容 
(１) 地域産品の発掘と開発 

① 地元企業や産業団体などと連携し、地域産品

の発掘や新たな特産品の開発を支援します。

② 全国有数の生産を誇る花きなどの産地振興

とブランド化を支援します。 

③ 特産品の開発や生産を今後も継続するため、

効果的な販路を開拓するなど、販売を促進し

ます。  

 

(２)地域ブランドの浸透・PR 

① 「西尾の抹茶」「一色産うなぎ」「三河一色え

びせんべい」の PR 活動を支援するなど、地

域ブランドの浸透を図ります。 

② 本市の全国的な知名度はまだ低いため、地域

ブランド「西尾の抹茶」「一色産うなぎ」な

どの PR と併せて、本市の情報を発信し、「西

尾市」の知名度の向上と地域イメージの形成

を図ります。 

 

    協働のまちづくりの考え⽅ 
事業者や産業団体が主体となって商品のブランド力を高めるため、品質の維持や新たな関連商品

の開発、ブランドの PR などに取り組みます。 

行政は、それらの取り組みを支援するとともに、特産品の PR と合わせて観光や市政の情報を発

信し、特産品と地域の魅力がつながるような地域イメージを形成します。 

   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

「西尾の抹茶」「一色産うなぎ」「三河一色えびせんべい」

に関係する事業者や産業団体は、ブランドの価値を向上・浸

透させるため、徹底してブランドの品質を維持管理するとと

もに、関連商品やサービスの開発に取り組みます。 

西尾市の魅力の発信を行うこ

とで西尾市の知名度を高め、地

域ブランドの浸透につなげま

す。 
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第 1 章 産業振興 －活力と魅力あふれる産業づくり－ 

魅力ある商業の展開 

  
３ 商業   主な実績 

○西尾商工会議所主催の「一店逸品研究会」に

よるこだわり商品の開発と、「まちのふれあ

い教室」の開催を通じた商品情報の発信によ

り、新規顧客を開拓しました。 

○年２～３回の「創業支援セミナー」と連続講

座「創業キホン塾」を開催して、新規創業者

を育成しています。 

○新たな集客拠点の形成をめざす西尾駅西広

場整備事業の事業内容が固まりました。   今後の課題 
○商店街の集客力が低下していることから、今

後の商業の活性化は、個人店の魅力づくりが

重要なポイントになります。 

○高齢の経営者などを中心にホームページに

よる情報発信をはじめとするインターネッ

トを通じたビジネスへの対応が遅れている

店が多いことから、今後も消費者の購買行動

の変化に的確に対応できるよう、専門家によ

る支援体制を充実し、個人店の経営力を高め

る必要があります。 

○コンベンションホールとホテルの整備が予

定されている西尾駅西広場整備事業の効果

を活用して、駅周辺のにぎわいづくりを進め

る必要があります。 

 

 

○まちのにぎわいづくりのために、さまざまな

イベントを開催していますが、一時的なにぎ

わいにとどまっているため、恒常的な集客に

つなげることが課題となっています。 

○商業経営者の高齢化が進んでいることから、

商業の魅力を高めるためには、新規の若い商

業者を増やす必要があります。そのために、

創業支援のためのセミナーや講座の充実を

図り、参加者を増やす必要があります。 

 

⽬指す姿と⽬標指標 

●文化や商業、観光など多様な都市機能の集積により多くの来訪者が訪れています。 

●既存店舗の商業者の意識改革、魅力ある商品やサービスの開発・提供により、こだわりのある店

舗を増えています。 

●高齢者などが身近な場所で買い物できる環境が整っています。 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

創業⽀援セミナー参加者延数 71 ⼈ 36 ⼈ 105 ⼈ 120 ⼈

空き店舗活⽤数 2 店舗 0 店舗 4 店舗 6 店舗

宅配サービス実施店舗数 0 店舗 64 店舗 10 店舗 100 店舗   
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魅力ある商業の展開 

  施策の内容 
(１) 商業経営環境の強化 

① インターネットによる情報発信や販売など、

ICT を活用した経営を推進します。 

② 小規模事業者の経営の安定化や近代化など、

経営基盤を改善するための融資活用を支援

します。 

③ 車での移動が困難な高齢者の増加に対応す

るため、宅配サービスの取り組みを支援しま

す。 

(２) 商業基盤の整備 

① 西尾駅西広場整備事業によりコンベンショ

ンホールとホテル機能を整備し、駅周辺の集

客基盤を強化します。 

② 歴史的雰囲気が感じられる街並みの保全と

整備を中心市街地で進め、魅力的な商業施設

を誘致します。 

(３) 商店街の活性化 

① 伝統祭事やイベントなどを絡めた商業の活

性化事業を補助し、衰退しつつある商店街に

にぎわいを取り戻します。 

② 既存店舗の商業者の意識改革、魅力ある商

品・サービスの開発により、こだわりのある

店舗を増やします。 

③ 空き店舗を活用して、新たな商業者を呼び込

みます。 

(４) 起業・創業の支援 

① 商工団体や関係機関と連携し、創業に必要な

知識を習得するための創業支援セミナーや

講座を充実します。 

② 新たに創業しようとする人に対する資金繰

りを支援していきます。 

    協働のまちづくりの考え⽅ 
商業の振興は、個々の商業者が消費者のニーズを的確に捉えて、魅力的な商品やサービスを提供

する努力の継続が基本です。 

一方、商店街は街のコミュニティの場としての役割を担うとともに、車での移動が困難な高齢者

の日常生活を支える役割を担っています。商店街とその中の商業機能を維持・充実させるため、市

民と行政の協力の下、魅力的なまちづくりを進めます。   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

商業者は、消費者に支持される商品やサービスの提供に努

め、常に魅力的な店舗づくりに努めます。 

市民と商業者、行政が連携して、地域の資源を活用したイ

ベントなどを開催し、にぎわいのある魅力的なまちづくりを

進めます。 

行政は、商業者の経営努力を

サポートするとともに、市民な

どと連携してまちのにぎわいづ

くりを進めます。  
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農業･漁業の振興 

 

４ 農・水産業   主な実績 

○生産流通や団体活動、後継者育成などの支援

を目的とする多様な事業の実施により、農業

生産基盤が維持されています。 

○各種支援の効果もあり、てん茶、きゅうり、

いちご、小麦、大豆、カーネーション、洋ラ

ン、豚肉、うなぎ、あさりは、愛知県内の生

産量の上位を占めています。 

○食育の大切さを分かりやすく伝える体験事

業や、楽しく食育を学ぶ各種教室の実施に伴

い、食育に興味関心を持つ人が増えてきまし

た。 

○にしお農業塾で、新規就農者と販売農家を育

成しています。   今後の課題 
○合併により本市では、多彩な農・水産物が生

産され、バランスの取れた第１次産業となっ

ています。しかし、少子高齢化の影響もあり、

担い手の減少とともに、生産量も減少してい

ることから、担い手の育成が喫緊の課題とな

っています。 

○花きや抹茶は全国でも有数の生産量を誇りま

す。花きは、産地間競争の激化や需要の低迷、

資材の高騰など将来の農業経営の見通しが不

透明になっているため、より一層の販売促進

に取り組む必要があります。 

○抹茶は世界的に需要が高まり、原料が不足す

る状態となっています。栽培面積の拡大が求

められており、栽培に適した土地の確保が課

題となっています。 

 

○水産業では、近年アサリの不漁が続き、大き

なダメージを受けていることから、効果的な

対策が求められています。 

○ニホンウナギは「レッドリスト」に掲載され

るとともに、シラスウナギの実質的数量制限

となる池入れ量の許可制が実施されるなど生

物保護の観点から規制が厳しくなっていま

す。また、三河一色産うなぎの養殖の生命線

である養鰻専用水道は、老朽化により布設替

えが必要となっており、ウナギ養殖を取り巻

く厳しい経営環境への対応が求められていま

す。 

○にしお農業塾や定年帰農支援事業により新規

就農者の育成を進めていますが、今後もさら

に担い手の育成を進める必要があります。 

 

⽬指す姿と⽬標指標 

●担い手が確保・育成され、「良質」「安心・安全」「低コスト」な農産物づくりが行われています。 

●花き、茶、うなぎなどは、ブランドとして確立され、全国的に販路が拡大しています。 

●食育が推進され、市民が豊かで健康的な生活を営んでいます。 

 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

農地利⽤権設定率 37% 44% 50% 60%

ほ場整備事業等実施⾯積 4,740ha 4,762ha 4,770ha 4,828ha

農業経営⼠数 94 ⼈ 83 ⼈ 104 ⼈ 114 ⼈

漁業⼠数 17 ⼈ 16 ⼈ 20 ⼈ 23 ⼈
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第 1 章 産業振興 －活力と魅力あふれる産業づくり－ 

農業･漁業の振興 

 

⾷育に関する⾏動や活動をしてい
る市⺠の割合 16％

23.8％

（H29）
30％ 60％

地元産の農⽔産物を優先して購⼊し
ている市⺠の割合 58.1％

54.5％

（H29）
65％ 70％   施策の内容 

(１) 特色ある農・水産業の展開 

① 外国産品や他産地との差別化を進めること

により「地産地消」を促進し、「安心・安全」

な生産物の提供を支援します。 

② 都市市場が近いことを生かし、農・漁業の６

次産業化を推進し、産物の高付加価値化を図

ります。 

③ 畜産堆肥の有機資源を利用した有機農業を

推進します。 

(２) 農・漁業経営環境の強化 

① 優良農地の確保に努め、農地の利用集積・集

約化を進めるとともに、遊休農地の利活用を

図ります。 

② 栽培漁業を推進し、稚貝や稚魚の放流などに

より資源を管理し、「獲る漁業」から「育て

る漁業」への転換を進めます。 

③ 浅場や干潟の保全、藻場の再生など漁業資源

の育成に努めます。 

④ 畜産環境問題の解決に向けた技術の導入な

どに取り組み、畜産経営基盤を強化します。

⑤ IT 技術の農業への導入を推進します。 

(３) 生産基盤の整備・維持管理 

① 排水機場や排水路の改修、農道の維持補修な

ど農業生産基盤を整備します。 

② 農地の区画の是正と大区画の造成、道路・水

路の改修など農業生産基盤を整備します。 

③ 漁業生産の基盤となる漁港の改修や補修を

進めます。 

④ 多面的機能支払交付金を活用し、生産基盤施

設の維持管理を推進します。 

(４) 担い手の育成  

① 青年農・漁業者の確保など担い手の育成を支

援します。 

② 農業経営士や漁業士の育成を支援します。 

③ 定年帰農者の育成を支援します。   協働のまちづくりの考え⽅ 
農・水産業は、農・漁業者と関係団体が主体となって取り組むとともに、行政は、営農環境や漁

業の操業環境の整備を推進します。 

 広域にわたる事業や生産基盤整備などは、行政が関連団体の意見を集約し、調整または実施しま

す。   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

農・漁業者と関係団体は、安全・安心な生産物を供給しま

す。 

市民は、農業体験などを通じて農業への理解を深めるとと

もに、食育に関心を持ち、地産地消に努めます。 

 

行政は、関係機関などと調整

を図り圃場や排水機、漁港など

の生産基盤の整備を進めます。  
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第 1 章 産業振興 －活力と魅力あふれる産業づくり－ 

企業誘致と新産業の振興 

 

５ 工業・新産業・雇用   主な実績 

○企業立地の手続きなどに関するワンストッ

プサービスと各種優遇制度（企業再投資促進

補助金 18 件、企業立地促進奨励金５件、工

場等建設奨励金 47 件、中小企業投資促進奨

励金１件）により、市外企業の誘致と市内企

業の流出防止を図りました（平成 25 年度か

ら 28 年度まで）。 

○年間延べ 200 社近くの企業訪問などを通し

て、設備投資の動向などの情報収集や、企業

立地優遇制度などの情報提供を行なったこ

とにより、県内有数となる４８件の企業誘致

などの実績をあげました（平成 25 年度から

28 年度まで）。 

○厚みのある地域経済を想像するため、「もの

づくりのまち西尾」の魅力を PR する動画と

冊子を作成するとともに、“気づき”や“稼

ぐ力”のきっかけを提供するための「産業立

地セミナー」を開催しました。 

○市内のものづくり企業と大規模展示会に共

同出展し、販路拡大などへの後押しを行ない

ました。 

○一企業単独ではできない「ものづくり」の共

同開発のための講座やシンポジウムを「産学

官金」の連携で開催し、ものづくりの協働開

発の足掛かりをつくりました。  今後の課題 
○市内企業の持続的な成長を支援するため、事

業効果を見極めながら、引き続き事業の改

善・継続を進める必要があります。 

○企業立地の受け皿となる企業用地が不足して

いるため、企業の意向にタイムリーに対応で

きる企業用地を確保する方策を講じる必要が

あります。 

 

 

○景気の拡大とともに、市内企業の人材確保が

厳しくなり、人材不足が企業の成長の阻害要

因にもなっています。そのため、合同企業説

明会や職業訓練生の確保などにより、企業の

人材確保を支援する必要があります。 

○市内企業へ人材を定着させるため、就労に関

する悩みの相談や企業の福利厚生の充実を支

援する必要があります。 

 

⽬指す姿と⽬標指標 

●市内企業が順調に操業を続けるとともに、市外企業の誘致が進み、市内の産業が活性化していま

す。 

●企業用地が確保され、多様な企業が新規立地するとともに、市内企業の住工混在の解消に寄与し

ています。 

●市内に多くの雇用の機会があり、安定した就労が可能となっています。 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

製造品出荷額等 12,610 億円
13,481 億円

（H26）
14,900 億円 16,900 億円

優遇制度利⽤累計件数 16 件 87 件 30 件 160 件

仕事と仕事以外の⽣活の調和が
保たれていると思う市⺠割合 

60%
58.2%

（H29)
60% 60%

市内で働く⼈数 34,033 ⼈ 未公表 39,000 ⼈ 44,000 ⼈
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第 1 章 産業振興 －活力と魅力あふれる産業づくり－ 

企業誘致と新産業の振興 

   施策の内容 
(１) 市外企業の誘致及び市内企業の流出防止

策 

① 企業用地の確保にあたり、企業からの用地

ニーズに速やかに対応できるよう都市計画

マスタープランの見直しなどを行います。

② 市外企業の誘致と市内企業の流出防止を図

るため、奨励金などの交付や緑地面積率の

緩和などを行い、企業誘致を推進します。

③ 中小企業の操業環境の向上と住工混在を解

消するため、優良な企業用地への立地を誘

導します。 

④ 企業立地の一層の推進と「ものづくりのま

ち西尾」の体現に向け、産業立地セミナー

の開催やＰＲ冊子の作成とともに、企業立

地の手続きに関するワンストップサービス

を行うことなどにより、企業の進出を後押

しします。 

⑤ 市内のものづくり企業が抱える経営課題を

的確に捉えたゼミナールなどを開催し、企

業の経営力を強化します。 

⑥ 企業見本市への出展の支援や、市内のもの

づくり企業との大規模展示会への共同出展

により販路拡大などを後押しし、企業の成

長をサポートします。 

(２) 雇用の確保 

① 西尾市雇用推進協議会を通じて合同企業説

明会を開催するなど、市内企業の人材確保

と就業を支援します。 

② 職業訓練校の運営を支援することにより、

必要な能力の習得と向上を図ります。 

(３)雇用環境の整備 

① さまざまな就職活動の悩みを持つ若者やニ

ート、フリーターなどが早期に就職できる

よう相談事業を実施します。 

② 労働者福祉を増進するため、愛知県労働者

福祉協議会西三河支部の活動を支援しま

す。   協働のまちづくりの考え⽅ 
企業の活発な活動の展開で、地域経済が活性化するとともに、雇用の機会が増えるなど、市民の

安定した暮らしを支える役割を果たします。 

行政は、社会的役割を果たす企業を増やすため、市外企業の誘致と市内企業の流失防止を推進し、

企業の活発な活動の展開をサポートします。   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

企業は、社会的役割を発揮できるよう新技術の開発や販路

開拓に取り組み、経営基盤の強化と発展に努めます。 

また、周辺環境に配慮した操業と地域活動への参加などを

通して、地域に愛される企業を目指します。 

 

社会的役割を果たす企業を増

やすため、新たな企業用地の確

保に努め、市外企業の誘致と市

内企業の流出防止を図ります。 

 また、企業の活発な活動の展

開をサポートします。  
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

幹線道路網の整備 

 

１ 道 路   主な実績 

○幹線道路の整備は、社会資本整備総合交付金

などを活用して、（都）中部幹線や（都）田

貫徳永線、平坂９３号線など１１路線を整備

しています。また、市道幡豆 16 号線、市道

鵜ケ池平口線、市道深池行用線など４路線の

道路改良が完了しました。 

 

○右折車線や歩道を整備するための道路改良

を順次進めてきました。 

○橋梁長寿命化計画に基づく整備事業ととも

に、道路施設の点検を進めてきました。   今後の課題 
○本市は、公共交通機関の利用割合が低く、自

動車への依存度が極めて高い都市であるた

め、道路交通網の強化が最優先課題です。市

内の幹線道路として、（地域高規格道路）名

浜道路の建設の促進、（都）名豊道路と（都）

衣浦岡崎線の４車線化、（都）安城一色線、

（都）西尾幡豆線の早期整備が重要です。 

○市内の南北の路線が通勤時間帯に交通量が

増大していることを踏まえ、恒常的な渋滞解

消の対策をすることが急務です。そのため、

幹線道路や生活道路では、右折車線の整備や

歩道の設置などが求められています。 

○幹線道路を整備するためには、国や県の交付

金などの活用、用地確保のための地権者の協

力が大きな課題であり、整備路線の選定を的

確に行う必要があります。 

○県道の交差点、県道と市道の交差点の改良に

際しては、県への要望を継続的に行う必要が

あります。 

○歩道の整備のためには、地権者の理解と協力

が必要です。 

○橋梁や道路施設の長寿命化のための国の交

付金の配分額が少なくなっており、財源の確

保が課題です。 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●県内の都市間の移動がスムーズで、高速道路へのアクセスが便利になっています。 

●幹線道路の整備や右折車線の設置により、交通渋滞が緩和されています。 

●通学路や交通量の多い道路に歩道が整備され、歩行者の安全が確保されています。 

●橋梁や道路の長寿命化が進み、管理コストが削減されています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

市道の改良延⻑ 1,144km 1,237km 1,184km 1,252km

都市計画道路の整備状況 65% 67%（H27） 67% 70%

交通量混雑度（県道豊⽥⼀
⾊線、桜町 2 丁⽬観測地点）  1.96 2.06（H27）  1.8 1.5

交差点改良（右折⾞線の設
置）の必要な箇所 16 か所 14 か所 13 か所 10 か所   
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

幹線道路網の整備 

  施策の内容 
(１) 幹線道路の整備 

①地域高規格道路の建設促進や都市計画道路の

早期完成、供用開始を目指し、国・県と協力

体制を構築します。 

②他事業と連携し、用地取得などの協力体制を

強化します。 

(２) 生活道路の整備 

①恒常的な渋滞を解消するため、右折車線整備

等の交差点改良と幅６ｍ以上の道路を整備し

ます。 

②自転車・歩行者の安全確保のため歩道を整備

します。 

③橋梁長寿命化修繕計画に沿って橋梁の修繕を

行い、地震に強い橋梁を目指します。また、

道路施設修繕計画を策定するとともに、計画

に沿って長寿命化を図り、通行の安全を確保

します。   協働のまちづくりの考え⽅ 
アダプトプログラムの取り組みを拡大して、行政と市民が協働で維持管理（清掃）を行い、ま

ちの環境美化や道路環境の向上に努めます。   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

道路の穴などの危険箇所を迅速に改善することができるよ

うに、気付いた市民が行政に連絡します。 

市民や事業者などがアダプトプログラムに積極的に参加し

て、環境美化を進めます。 

市民からの道路危険箇所の情

報提供に迅速に対応するととも

に、説明会などで道路の拡幅・

新設について意見を把握し、地

元の理解を得ます。 
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

安全で災害に強いまちづくり 

 

２ 災害対策   主な実績 

○移動系無線は旧３町地区への整備が完了す

るとともに、避難所などの屋外アンテナ設置

により市内全域にわたる情報連絡網を構築

できました。 

 

○被害想定に基づく津波一時待避所の増設や、

飲料水兼用耐震貯水槽の整備などを進めて

きました。 

○地震・津波ハザードマップを全戸配布しまし

た。   今後の課題 
○今後整備を図る避難所や防災拠点における

移動系無線の整備、山間部など屋外で不感地

帯となるエリアの解消、同報系無線の更新な

どにより、きめ細かな情報伝達体制を構築し

ていく必要があります。 

○市内の南部では、津波による浸水が広く想定

されているため、避難場所の確保や活用方法

の見直し、津波一時待避所などの施設の更な

る拡充が必要です。 

 

○東日本大震災や各地で発生した局地的豪雨

などを踏まえて、より一層の市民への防災対

策の周知啓発が必要です。 

○地域ぐるみの防災活動を充実するために、市

民への情報発信や、直接的な働きかけが必要

です。 

○耐震改修を促進するために、補助制度の活用

についてＰＲを強化することが必要です。 

○矢作古川水系における河川の早期改修など、

水害・土砂災害対策の一層の充実が必要で

す。  
⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●迅速で正確な災害情報が入手できるようになっています。 

●地震災害などに対して安全な住宅に市民が住み、安心して暮らすことができます。 

●海岸や河川の整備が進み、大規模災害による人命や財産などの被害が軽減されています。 

●避難場所などに必要な施設や設備が整えられています。 

  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

移動系無線機整備数 114 台 191 台 196 台 191 台で完了

飲料⽔兼⽤耐震性貯⽔槽整
備数 6 基 10 基 11 基 10 基で完了

⾃主防災会活動への参加率 
36.2%

41.3%

（H29）
50% 70%

家庭で⾷料や飲料⽔等の備蓄
をしている割合 53.5%

51.1%

（H29）
65% 75% 
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

安全で災害に強いまちづくり 

  施策の内容 
(１) 情報収集・伝達体制の充実 

① 市内各地の災害情報を収集・伝達するため

に、必要な情報連絡網を構築します。 

② 市内全域に必要な災害関連情報を正確に配

信します。 

③ 同報系無線や移動系無線をはじめ、各種情報

収集・伝達システムを総合的に構築します。

(２) 地震・津波対策の推進 

① 浸水が想定される地域の津波一時待避所・避

難場所などを確保し、同所における施設・設

備を整備するとともに、食料などの備蓄を充

実させます。 

② 東日本大震災や各地で発生した局地的豪雨

などを踏まえた防災体制を整備します。 

③ 重要度が増す津波対策のために、堤防の液状

化対策など海岸や河川の耐震改修・整備を県

と連携して進めます。 

④ 地震による建築物の被害や、家屋の倒壊によ

る人命や財産の損失を未然に防止します。 

(３) 水害・土砂災害対策の推進 

① 集中豪雨などの被害を最小限にするため、河

川の早期改修や、砂防事業、急傾斜地崩壊対

策事業などの水害・土砂災害対策を推進する

よう県などに要望します。 

② 土砂災害防止法に基づく警戒区域などに指

定された箇所の対策工事を県に要望します。  協働のまちづくりの考え⽅ 
自然災害に備えるために、行政による公助、市民一人一人の自覚に根ざした自助、身近な地域

コミュニティによる共助が連携した防災協働社会の形成を目指します。特に、強く懸念されてい

る大規模地震は、津波などにより大規模な被害が予測されるため、平時から市民や事業者、自主

防災会・ＮＰＯ、ボランティア組織、市などが顔の見える関係をつくり、連携した災害対策を推

進します。   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

｢自らの身は自ら守る｣が防災の基本です。自覚を持ち、必

要に応じて自宅の耐震化対策を講じるなど、平時から災害に

対する備えを心掛けるとともに、地域の自主防災会活動に積

極的に参加し、災害への対応力を身に付けます。 

災害時には、自助に次いで地域が救出救護などを実施する

とともに、行政機関が行う救援活動に協力します。 

団体・事業者は、住宅の耐震工事に対する相談会や勉強会

の開催、津波対策を検討する協議会などへの助言、市民・自

主防災会に対する防災意識の向上や啓発への協力など防災活

動の推進に努めるとともに、IT 技術を活用した災害情報サー

ビスの提供など防災体制の整備充実に努めます。 

自然災害に対応する防災施

設・設備の整備、住宅の耐震診

断、耐震改修の補助、耐震化の

必要性の意識啓発や大規模地震

に伴う津波対策を検討する協議

会などの開催、地域相互の協力

関係づくりなど、総合的な防災

対策を講じていきます。    
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

利便性の高い公共交通ネットワークの形成 

 

３ 公共交通   主な実績 

○名鉄西尾・蒲郡線は市民と行政が一体となっ

た利用促進の取り組みの成果もあって、同線

の年間利用者は増加しています。 

○コミュニティバスなどの運行により、市内の

移動手段を確保しています。 

○鉄道事業者や市、民間事業者によって一時駐

車場が一部の駅で整備されています。 

○佐久島渡船事業は、利用者の増加に伴う運賃

収入の増加により経営が安定するとともに

島の生活基盤として安定した運行が確保さ

れています。   今後の課題 
○公共交通網が十分ではないため、鉄道を中心

とした交通弱者への対応以外にも、観光やま

ちづくりと連携した公共交通網全体の改善

が必要です。 

○既存の鉄道や路線バス、タクシー、渡船など

地域の交通資源の活用と連携により、それぞ

れの活性化を促すとともに、利用者の利便向

上を目指し総合的な地域公共交通を構築す

ることが必要です。 

 

○鉄道は、市の公共交通の柱であり、安定的な

維持を図るためには、今後も行政と市民が一

体となってさらなる利用促進に取り組む必

要があります。 

○佐久島渡船は、観光客の増加により収支も改

善され、経営の安定化が図られていますが、

利用者の増加に対応して、輸送力の確保、安

全運航の徹底、多言語対応などの対策を検討

する必要があります。 

 

⽬指す姿と⽬標指標 

●誰でも自由に移動できる鉄道やバスなどの公共交通機関の整備に伴い、活発な人的交流や経済活

動が促され、地域の活性化が図られています。 

●地域の各交通機関がそれぞれの特徴を生かして連携し、効率的な運行と安定した路線が確保され

ています。 

●高齢者や障害者など交通弱者の外出の機会が保障され、社会参加が進んでいます。 

●佐久島渡船は生活航路と観光航路の両面から利便性の向上が図られています。 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

名鉄⻄尾・蒲郡線年間利⽤者数 3,071 千⼈ 3,358 千⼈ 3,137 千⼈ 3,673 千⼈

六万⽯くるりんバス年間利⽤者数 82 千⼈ 116 千⼈ 95 千⼈ 198 千⼈

いこまいかー年間利⽤者数  1,155 ⼈  1,680 ⼈

路線バス年間利⽤者数 617 千⼈ 527 千⼈ 617 千⼈ 617 千⼈

⽇常⽣活で移動に不便を感じて

いる市⺠の割合 
39.9%

41.5%

（H29）
35% 30%   
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

利便性の高い公共交通ネットワークの形成 

  施策の内容 
(１) 総合交通体系の確立  

① 鉄道やバス、タクシーなど地域の交通資源の

活用と連携により、公共交通体系全体を活性

化します。 

② コミュニティバスなどを運行することで、公

共交通空白地の解消に対応できる交通網を

充実させます。 

③ 利便性の高い交通ネットワークを実現する

ために、路線バスなどの他の公共交通機関と

の重複区間や料金体系の見直し、接続の利便

性の向上など、公共交通体系全体の見直しを

検討します。 

④ 自動運転・自動走行システムなどの次世代交

通システムの実用化について、国や県などと

協力し、調査研究を進めます。 

 (２) 鉄道の維持・利便性の向上 

① 鉄道は、都市間交流を促す主要な交通基盤と

して維持・存続、利便性の向上を図ります。

名鉄西尾・蒲郡線は、鉄道事業者への財政的

支援を行うとともに、地域と連携して利用促

進に向けた活動を展開します。 

② 駅周辺の自転車駐輪場や民間駐車場の有効

活用により、自転車やマイカーとの乗り継ぎ

の利便性を高め、パークアンドライドを推進

します。 

③ 東海道新幹線やリニア中央新幹線を見据え

て鉄道ネットワークを充実・強化するため、

名古屋駅や豊橋駅のアクセス向上に向けた

調査研究を進めます。 

(３) バスの維持・利便性の向上 

① 通勤・通学・通院などの重要な移動手段であ

る民間バス路線を維持するために、財政的支

援を行うとともに利用を促進します。 

② 必要に応じて、他の交通機関との乗継拠点な

どを整備し、バス利用者の利便性の向上を図

ります。 

(４) 渡船の維持・利便性の向上 

① 佐久島住民に不可欠な生活交通航路や離島

振興に必要な観光航路として、渡船を維持す

るとともに、他の交通との連携を図り効率的

な運航に努めます。 

② 輸送力の確保や安全運航の徹底など、増加す

る乗船者数に対応するとともに、運賃収入に

よる安定的な運営を維持します。 

③ 燃料費の高騰など、今後の環境変化の中でも

安定した経営を維持するために、業務の合理

化による経費の縮減とサービスの向上を図

ります。   協働のまちづくりの考え⽅ 
今後、さらに高齢者が増加すると、公共交通は、市民の日常生活に不可欠な移動手段として重要

性がますます高まります。市民一人一人がその重要性を認識して、自分たちの移動手段は自分たち

で守るという意識を持ち、公共交通を積極的に利用します。  行政は、都市の重要なインフラとして公共交通の維持と利便性の向上に取り組みます。  市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

地域、学校、職域、経済団体などが参加する名鉄西尾・蒲郡線

応援団が中心となり、広く市民に利用を PR するイベントなどを

開催するとともに、組織的に鉄道・バスなどの公共交通の利用を

進めます。 

生活交通路線を確保するため、地域の交通資産を守るという認

識を持ち積極的に利用するとともに、イベントの開催など地域全

体で利用者を増やす取り組みを進めます。 

交通機関の維持・存続を図るため、財

政的支援を行うとともに、運行の円滑

化と利用促進の方策を講じます。また、

市民のニーズを踏まえて、地域公共交

通の合理的・効率的な運行のあり方を

協議していきます。 
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

快適で魅力ある市街地の整備 

 

４ 市街地   主な実績 

○事業中の土地区画整理組合を支援するとと

もに、計画中の地区も組合を設立するための

支援を順次進めています。 

○住居系の地区計画を導入するとともに、市街

化区域の拡大などにより、居住環境の形成と

人口の受け皿づくりを進めてきました。 

○市営住宅は、統廃合や木造住宅の取り壊しを

順次進めるとともに、施設・設備の改修を順

次進めています。 

   今後の課題 
○コンパクトシティの形成に向けた方向性を

明らかにして、都市構造の改善を進めること

が課題となっています。 

○土地区画整理事業や地区計画の導入などに

より、低・未利用地の面的整備を進めること

が必要です。 

○景観形成の方向や手法を検討して、市民とと

もに良好な街並みや歴史・文化を大切にする

景観を形成していくことが必要です。 

 

○市営住宅は、統廃合や木造受託の取り壊し、

長寿命化など老朽化対策を進めることが必

要です。また、市営住宅入居者の高齢化・単

身化に対応した維持管理のあり方を改善す

ることが必要です。 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●豊かな自然と調和した都市空間が形成され、住みやすいまち、住み続けたいまちになっています。 

●誰もが住宅を確保することができ、安心して暮らすことができる居住環境が整っています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

市街地における⾯的整備率 8.4% 9.1% 9.6％  9.8％

⽊造市営住宅の⼾数 55 ⼾ 16 ⼾ 0 ⼾ 0 ⼾

耐⽤年数を経過した市営住宅
⼾数の割合 41% 46% 49% 32%

住み続けたいと思う市⺠割合 78% 81%（H29） 80% 85%  
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

快適で魅力ある市街地の整備 

  施策の内容 
(１) 市街地整備の推進 

① 利便性が高い駅周辺に、環境に配慮した良好

な住宅地域と商業・業務地域を構築する面的

整備を推進します。 

② 低・未利用地の面的整備の推進や、住宅密集

地における住宅の建て替えに併せた道路拡

幅整備を推進します。 

③ 安全・安心な街並みを形成します。 

④ 新市街地は、自然を生かした良好な景観を有

する住宅など、多様な住宅需要に対応した住

宅地整備を推進します。 

(２) 地域特性を生かした景観形成 

① 歴史・文化とふれあうことができるなど、多

様な公園・緑地の整備を促進します。 

② 地域資源である街並みの保存や、歴史・文化

を活用したうるおいと魅力あるまちを市民

との協働により実現します。 

(３) 市営住宅の活用と維持管理 

① 点在する小規模市営住宅の統廃合を進めま

す。 

② 木造の市営住宅の取り壊し、用途廃止を進め

ます。 

③ トイレの水洗化やバリアフリー化、駐車場の

確保など、社会ニーズに合った施設や設備に

更新します。 

④ 更新時期を迎えた市営住宅を計画的に更新

します。   協働のまちづくりの考え⽅ 
市民が自ら暮らしやすく快適なまちをつくり、地域の文化や環境を大切にするために、市民が積

極的にまちづくりに参画します。   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

住み続けたいまちにするため、身近な公共空間や居住環境

の美化・改善行動に努めます。まちづくりに関わるワークシ

ョップなどに積極的に参加するとともに、アダプトプログラ

ムなどの具体的な取り組みに参加して主体的に活動を行いま

す。 

市民の主体的な取り組みに対

して支援を行い、まちづくりに

関わる市民活動団体を育成しま

す。また、計画策定時にワーク

ショップなどにより市民の意見

を取り入れるなど、市民参加の

試みを充実します。   
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

上下水道の整備 

 

５ 上水道   主な実績 

○水道普及率は平成 28 年度末現在 99.8％で、

ほぼ 100％となっています。 

○西尾市水道ビジョンに基づき、施設の維持・

更新や重要管路の耐震化工事、老朽管の更新

工事を進めています。 

○ポンプ場の耐震化を完了しています。 

○重要管路の耐震管への布設替えを進めてい

ます。平成 28 年度末現在の重要管路耐震化

率は 42.1％となっています。 

○有収率の向上を図るため漏水の早期発見に

努め、迅速に漏水修理などを行った結果、平

成 28 年度の有収率は 93.8％と向上してい

ます。 

   今後の課題 
○老朽管更新事業や耐震化事業など、水道施設

の改良・更新には多大な費用を必要とするた

め、年次計画に沿って着実に事業を実施して

いく必要があります。 

○ビル・マンションなどの貯水槽水道の適正な

衛生管理を促す必要があります。 

○災害時の水道水を確保するため、応急給水対

策を充実する必要があります。 

○管路の漏水調査を継続して取り組み、有収率

の向上を図る必要があります。 

 

○佐久島は、南知多町水道事業の給水区域に属

しているため、安定した供給を維持するため

に必要な負担を行う必要があります。 

○大手企業などを中心に、災害対策の一環とし

て浄化装置を導入するところが増えていま

す。その結果、今後、上水道の使用量が減少

することが予想されるため、企業会計の健全

化に向けた対応が求められています。そのた

め、利用者ニーズを把握するために調査を実

施する必要があります。 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●安全で安心で、おいしい水道水が常時安定して供給されています。 

●水道事業の健全経営が将来にわたり維持されています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

ポンプ場耐震施設率 61.1% 97.4% 100% 100%

配⽔池耐震施設率 68.6% 76.6% 92% 92%

重要管路耐震化率 30.1% 42.1%  58.7%

安⼼して⽔道が利⽤できると思
う市⺠の割合 89.6% 92.1%（H29) 91% 92%

節⽔に努めている市⺠の割合 79.1% 78.7%（H29) 81% 83%  
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

上下水道の整備 

  施策の内容 
(１) 安心できる水道水の供給 

① 安全で安心な水道水を供給するため、水源や

配水管、給水管の検査を行い、水質の保全に

努めます。 

② 利用者が安心して水道水を使うことができ

るように、施設の改良・更新を進めます。 

③ ビル・マンションの管理者などに、貯水槽水

道の定期的な検査・確認を促し、適正な衛生

管理に向けた助言・啓発を進めます。 

(２) 安定的な水道水の供給 

① 地震防災施設整備計画に基づき、施設・管路

の耐震化を計画的に進めます。 

② 耐震管路への布設替工事は、他事業と調整し

て進めます。 

③ 漏水事故や災害時における水道水を確保す

るため、応急給水対策の充実を図ります。 

④ 安定供給を常時維持するため、危機管理の充

実や水の有効利用を図ります。 

 (３) 次世代につなぐ水道事業運営 

① 水道事業のさらなる経営の健全化・効率化を

進めます。 

② 基幹施設の計画的な更新を進めます。 

③ 安心で安全な水道水を安定して供給するた

め、維持管理体制を充実させます。 

(４) 環境にやさしい水道 

① 水道施設のエネルギー使用量の削減に努め

ます。 

② 水道工事における廃棄物の発生抑制に努め

ます。 

(５) 利用者のサービス向上 

① 上水道に関する知識や情報を伝えるため、広

報を充実させます。 

② アンケートなどにより利用者ニーズの収

集・分析を行います。 

③ 分かりやすく、親しみやすい水道事業にする

ために、水道経営状況を公表します。   協働のまちづくりの考え⽅ 
アンケートなどを通じて利用者ニーズの収集・分析を進め、市民の意見を反映した事業経営を

進めます。 

大規模災害に備えて、行政、市民、団体・事業者などがそれぞれの役割を果たせるように連携

します。   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

水の有効利用、渇水時の節水に努めます。 

災害に備え、日頃から水の備蓄などを行います。 

ビル・マンションなどの貯水槽水道の適正な管理に努めま

す。 

災害時の応急給水などに対する事業者としての協力体制を

確立します。 

アンケートなどを通じて水道

利用者のニーズを把握し、より

良いサービスを提供します。 

水の有効利用や災害時の備え

について、情報を発信します。 

災害時でも安定して水道水が

供給できるよう、体制整備を進

めます。   
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

上下水道の整備 

 

６ 下水道   主な実績 

○公共下水道（汚水）については、事業計画の

目標値を上回るペースで整備を進めてきま

した。また、農業集落排水事業の整備は平成

24 年度に完了しました。 

○平成 28 年度末現在の汚水処理人口普及率は

90.0％となっています。 

 

○平成 27 年度末現在の汚水処理人口普及率は

89.5％です。この値は国の 89.9％、県の

89.1％とほぼ同水準であり、国や県の水準

を下回っていた当初の状況はかなり改善さ

れました。 

○施設から発生する汚泥を有効活用するため、

汚泥の堆肥化（ローズ肥料）に取り組んでき

ました。年間約７トンを堆肥化しています。

   今後の課題 
○公共下水道（汚水）は、行財政改革推進計画

に基づき、採算性が厳しい区域での事業の凍

結を検討することになりました。今後は、汚

水適正処理構想を見直し、汚水処理対策を進

めていく必要があります。 

○農業集落排水事業は、処理場の維持管理に多

額の費用を要することから、更新時期を見据

えながら、より効率的な維持管理方法を検討

していく必要があります。 

○既存の下水道施設の中には、所定の耐震性能

を保持していない箇所も少なくないことか

ら、総合地震対策計画に基づき、施設の耐震

化を進めていくことが必要です。 

○施設で発生する汚泥の堆肥化は、継続してい

くことが必要です。 

○下水道接続率、水洗化率は改善されてきたも

のの、近隣自治体と比較すると依然低い状況

にあるため、下水道の接続を促進することが

必要です。 

○市街化区域を中心とした雨水管理総合計画

を策定し、計画的に事業を推進していくこと

が必要です。 

○下水道使用料の適正化を検討する必要があ

ります。 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●生活排水が水路や河川などに流出されることなく、着実に汚水処理施設で処理される状態となっ

ています（汚水処理人口普及率の目標は 100％）。 

●雨水排水施設が整備され、ゲリラ豪雨や集中豪雨による浸水、冠水などの被害がないまちになっ

ています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

汚⽔処理⼈⼝普及率 76% 90% 86% 100%

下⽔道整備率 53% 82% 72% 100%

浸⽔対策達成率 37% 40% 38% 41%

下⽔道接続率（⽔洗化率） 76% 80% 83% 90%
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第 2 章 社会基盤 －利便性と快適性を高める基盤づくり－ 

上下水道の整備 

   施策の内容 
(１) 公共下水道（汚水）と農業集落排水の 

  適切な維持管理の推進 

① 公共下水道（汚水）は、事業区域の変更に伴

い、汚水適正処理構想を見直します。 

② 下水道事業の公営企業会計化を図る中で、ス

トックマネジメント計画を策定し、耐震化な

どの機能向上を考慮しつつ、適切な施設の維

持管理と計画的な改築・更新を進めます。 

③ 農業集落排水施設の公共下水道への切り替

えなど、より効率的な維持管理方法を検討し

ます。 

④ 矢作川流域を構成する 4 市 1 町の下水道整

備の進捗状況に合わせ、矢作川浄化センター

の整備・維持管理に必要な負担を行います。

⑤ 農業集落排水処理施設から発生する汚泥の

肥料化により、有効な資源として再生し、農

地への還元を進めます。 

(２) 適切な汚水処理の推進 

① 下水道供用開始区域の全ての世帯が下水道

に接続するよう普及活動を進めます。 

② 補助制度の見直しなどにより、合併処理浄化

槽の設置を促すとともに、浄化槽を適正に維

持管理するための法定検査や保守点検、清掃

の啓発活動を進めます。 

(３) 公共下水道（雨水）の整備促進 

① 近年多発するゲリラ豪雨や台風等による集

中豪雨に備えるため、市街化区域を中心とし

た現状調査に基づく雨水管理総合計画を策

定し、雨水排水施設の計画的な整備を進めま

す。 

② 雨水流出抑制策により、既存排水施設の排水

能力に余裕を持たせ、浸水被害の緩和を図り

ます。 

③ 既存ストックの健全度を点検診断し、ストッ

クマネジメント計画を策定して予防保全的

な管理・整備を促進します。   協働のまちづくりの考え⽅ 
市は、説明会、出前講座、市民協働ガイドなどの機会を通じて、汚水処理の必要性や下水道接

続率向上のための啓発活動を行います。また、災害時における行政の対応について、市民ニーズ

の把握に努めます。   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

町内会の会合などで水環境の再生や汚水処理に関する正し

い知識を身に付けます。 

建設業者は地震･浸水被害時における災害復旧への協力体

制を整えます。 

排水設備指定工事店の営業活動を通じ、下水道接続の利点

を広く市民に知らせます。 

説明会、出前講座の開催など

により、啓発・普及促進活動を

実施します。 
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第 3 章 子育て・教育・文化・スポーツ －地域を支える文化と人を育む環境づくり－ 

子育て支援体制の充実 

 

１ 子育て   主な実績 

○子育て支援センターや療育センター、ファミ

リー・サポート・センターなどにより、多様

なニーズに応じた子育て支援を進めていま

す。 

○家庭児童相談によるＤＶや児童虐待、養育困

難家庭などの早期把握や相談などの支援を

行っています。 

○ひとり親家庭を支援するため、子育てや生

活、就労に関する相談などを行っています。

 

○多様化する保育や地域のニーズに対応して

サービスの内容を充実するとともに、保育

園・幼稚園の給食費無料化や第３子以降の保

育料の無料化を継続しています。 

○児童館や放課後児童クラブでは子どもの受

入れを充実し、地域住民が主体的に運営する

寺子屋（放課後子ども教室）も広く行われて

います。   今後の課題 
○子育てする家庭環境が多様化しており、問題

が複雑になっているため、関係機関の連携を

強化するとともに、妊娠期から子育て期に渡

るまで切れ目のない支援を行う体制づくり

が必要です。 

 

○保育園は老朽化した施設が多く、建て替えや

統廃合について総合的に検討して施設整備

を図ることが必要です。 

○子育てに対する家庭内の意識改革や慣習の

見直しに加え、事業所においてもワーク・ラ

イフ・バランスの推進が必要です。 

 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●安心して子育てをすることができ、子どもが地域で健やかに成長しています。 

●経済的な不安がなく、子どもを産み育てることができます。 

●子どもを保育する環境が整い、子育てと仕事のバランスが取れています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

ファミリー・サポート・センター会員
数  617 ⼈ 927 ⼈ 770 ⼈ 1,020 ⼈

⻑時間保育の実施件数 31 園 32 園 35 園 35 園

仕事と⼦育てが両⽴しやすいと
感じる市⺠割合 42.9% 42.7%（H29) 50% 60%

児童クラブの定員数 693 ⼈ 1,185 ⼈ 750 ⼈ 1,230 ⼈   
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第 3 章 子育て・教育・文化・スポーツ －地域を支える文化と人を育む環境づくり－ 

子育て支援体制の充実 

  施策の内容 
(１) 多様なニーズに応じた子育て支援 

① 障害児など特別な支援を必要とする子ども

に対する療育、保育の充実に努めます。 

② 子育て支援センターやファミリー・サポー

ト・センターなどにおける子育て支援環境の

充実や、子育てに係る多世代交流の推進を図

り、地域における子育て支援を強化します。

③ 子育てサークル活動の支援を行うとともに、

サークルの連携を支援しネットワーク化を

図ります。 

④ 児童虐待防止のための相談窓口や協力体制

を周知するとともに、防止対策を推進しま

す。 

⑤ ひとり親家庭に対する自立支援の充実に努

めます。 

⑥ 妊娠期から就学前までの子どもとその保護

者が安心して出産、子育てできるように支援

することを目的として、子育て世代包括支援

センターを設置します。 

⑦ 経済的な理由により修学が困難な方に対す

る、支援体制を構築し、教育の機会均等を図

ります。 

(２) 保育の充実 

① 老朽化した保育園施設の計画的な維持管

理・修繕を行い、安全で快適な保育環境づく

りに努めます。 

② 一時保育や病児・病後児保育、長時間保育な

ど保護者のニーズに合わせた保育を実施し

ます。 

③ 男性の育児参加など、ワーク・ライフ・バラ

ンスの推進を家庭や職場で推進します。 

(３) 子どもの居場所づくり 

① 利用可能な学校施設などを有効活用するこ

とにより、児童クラブの待機児童ゼロに努め

ます。 

② 市内４か所の児童館で、それぞれの地域の特

性を生かした行事などを実施します。 

③ 保護者が安心して子どもを預けられるよう、

児童クラブの環境を整え、研修などを通じて

職員の質の向上を図ります。 

(４) 未婚・晩婚対策 

① 結婚を望む男女に対して出会いの場を提供

していきます。   協働のまちづくりの考え⽅ 
公共施設の活用や子育て家庭が集まる機会の提供、世代間の交流など、子育てに不安を持つ保護

者と地域との関わりを深め、市民と行政が一体となり地域における包括的な子育て環境を充実させ

ます。  市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

保護者と地域の連携を強化し、地域による子育て家庭の見

守りや援助、子どもの居場所づくりなど、地域全体で子育て

支援に取り組みます。 

ＮＰＯなどの市民活動団体は、行政では目が届かない部分

を協力します。 

家庭における男女の役割分担の見直し、事業者における就

業形態の改善など、ワーク・ライフ・バランスの実現を目指

します。 

保護者の多様なニーズに応じ

た子どもの成長段階に合わせた

切れ目のない子育て支援の仕組

みを充実させます。また、子育

て支援センターなど子育て家庭

が交流する場所や機会の充実を

図るとともに、ワーク・ライフ・

バランスについての啓発を行

い、地域において子どもが育ち

やすい環境をつくるように努め

ます。  
 

- 24 -



 

第 3 章 子育て・教育・文化・スポーツ －地域を支える文化と人を育む環境づくり－ 

生きる力を養う学校教育の充実 

 

２ 学校教育   主な実績 

○各学校が特色のある教育活動を進めてきた

ことにより、それぞれ独自の校風が確立され

つつあります。 

○少人数教育推進事業（少人数学級）などの実

施により、子ども一人一人の実態に応じたき

め細やかな指導が可能となっています。 

○学校司書の配置による司書教諭、学校図書館

担当者、担任との連携強化と学校図書館ボラ

ンティアの協力により、学校図書館の充実が

図られています。 

 

○小中学校トイレ改修事業を重点的に進めて

おり、洋式トイレが順次整備されています。

○外国人の子ども増加に対応した、日本語指導

教室の設置や小中学校への通訳配置などに

より、一人一人の可能性を伸ばす取り組みや

指導が可能となっています。 

   今後の課題 
○未来の子どもたちに必要となる「自分で課題

を見つけ、自ら学び、自ら考え、より良く問

題を解決しようとする資質や能力（生きる

力）」を養う学校教育を重点的に推進する必

要があります。 

○少人数教育推進事業（少人数学級）は、各校

の実情や子どもの実態を鑑み、今後も継続・

発展させる必要があります。 

○小学校の英語教科化に向けて、AET の配置

拡大や担当教員の力量向上など、英語教育の

一層の充実を図る必要があります。 

○子どもたちの読書環境を充実させるために

学校司書の人材を確保する必要があります。

 

○障害のある子どもの増加や障害の多様化、外

国人児童生徒の増加などに対応するため、支

援員の増加など、子どもの実態に合わせた対

応を進める必要があります。 

○学校施設の維持管理、修繕、更新などの長寿

命化計画について、中長期的な視点から維持

管理と保全にかかる経費の縮減・平準化を図

るとともに、施設の併設化・複合化も含め検

討した上で策定し、施設の維持管理等を計画

的に進める必要があります。 

○学校給食センターの老朽化が進み、調理方法

に制限がかかるなどの問題を抱えており、早

急に新学校給食センターを整備する必要が

あります。 

⽬指す姿と⽬標指標 

●児童生徒が心豊かに安心して学習や生活できる環境が整っています。 

●児童生徒が楽しく学習できる授業や学校の体制が充実しています。 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

⼩中学校トイレ改修 20% 54% 65% 100%

きめ細かな学習指導（少⼈数

学級） 

⼩学 1、2 年

中学 1 年

⼩学 1、2、3 年

中学１年

⼩学 1、2、3 年 

中学 1 年 

⼩学 1、2、3 年

中学 1、2 年 
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生きる力を養う学校教育の充実 

   施策の内容 
(１) 教育内容の充実 

① 地域の特性やさまざまな人材などの教育的

資源を取り入れた「特色のある学校づくり」

を推進し、地域に愛着と誇りを持てる人材を

育成します。 

② 小学校の英語教科化への対応や国際的な人

材育成を図るために、AET の配置拡大など

英語教育を充実させます。 

③ 各学校の実情や個々の学習状況に応じて少

人数・個別指導などの支援を行い、一人一人

の良さを伸ばす学習の個性化を図っていき

ます。 

(２) こころの教育の充実 

① 児童生徒の道徳的実践力や人権意識、規範意

識を高めるために「心の教育推進活動」を推

進します。 

② いじめ・不登校の問題について総合的・根本

的に検討し、その予防や対応を具体的に進め

ます。 

 

(３) 学校施設・設備等の整備 

① 各施設の長寿命化計画（個別施設計画）を策

定して、学校施設の維持・更新を計画的に進

めます。 

② 情報化への対応と教育効果を高めるために、

ICT を活用した教育を推進します。 

(４) 発達障害等への対応 

① 発達障害のある児童生徒への教育支援体制

の整備・強化を図ります。 

② 特別支援学校の誘致を進めます。 

③ 心身に障害のある児童生徒一人一人の力を

伸ばす教育を推進するとともに、特別支援教

育の充実と振興を図ります。 

 (５)学校給食の充実 

① 給食センターの老朽化に対応し、必要なセン

ターの整備を早急に進めるとともに、施設全

体の整備の在り方を検討します。 

② 家庭・地域・学校と連携し、今後も地産地消

の推進と児童生徒が食育を学ぶ機会の充実

を図ります。 
  協働のまちづくりの考え⽅ 
家庭・地域・学校と連携して、子どもたちがスポーツや文化、芸能、祭礼などの学習・体験が

できる機会を充実し、地域への愛着を高めるとともに豊かな経験を積む機会を提供します。 

地域の人的・物的資源を活用し、社会に開かれた教育課程づくりを進め、地域全体で子供たち

の成長・安全を支える体制づくりを構築します。   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

サタデープランなどを活用して、市民が講師となってスポ

ーツ、文化・芸能教室の開催やボランティア活動などを実施

します。 

PTA や子ども会、おやじの会、老人会などが中心となり、

児童生徒の通学時などの安全を確保するために、パトロール

や交通指導を実施します。 各種団体間の調整が円滑に進む

ようにサポートします。   
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３ 生涯学習   主な実績 

○生涯学習講座の受講者数は伸び、併せて受講

者がサークルを結成して公民館・ふれあいセ

ンターで行う自主活動も盛んになってきま

した。 

○ふれあいセンターは地域団体が指定管理者

となり、地域の運営委員会が創設されるな

ど、地域の参画が進展しています。 

○市職員や市民登録講師が、地域に出向く出前

講座を充実してきました。 

○図書館の祝日開館や開館時間の延長などで

利便性の向上を図り、利用者数（登録者数）

が増加しました。 

○図書館では、遠距離地域の市民や高齢者、障

害者が利用しやすいサービスを整えるとと

もに、子ども読書活動にも力を入れてきまし

た。   今後の課題 
○生涯学習意欲の一層の向上を目指して、生涯

学習講座や各公民館・ふれあいセンターが企

画する講座などを改善することが必要です。

○公民館・ふれあいセンターの施設や設備の老

朽化対策、効率的な管理運営を図る必要があ

ります。 

○図書館では、施設の老朽化や駐車場の不足な

どハード面での問題が顕在化しているため、

その対策の検討が必要です。 

○図書館の予約・貸し出しのシステムや、電子

書籍、資料のデジタル化など、時代の変化に

即した資料や情報の提供、多様化する利用者

ニーズへの対応が必要です。 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●市民が生涯を通して学習し、生きがいを持ち、豊かな人生を送っています。 

●市民が学習の成果を生涯学習機会の拡大やまちづくりに生かしています。 

●市民が読書に親しみ、豊富な知識や情報を得て暮らしや人生に生かしています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

⽣涯学習講座受講者数 3,275 ⼈ 4,436 ⼈ 3,600 ⼈ 4,000 ⼈

⽣涯学習講座受講の満⾜度 73% 96% 80% 97%

図書館資料の貸出・返却可能
施設数 10 か所 20 か所 18 か所 26 か所

図書館貸出カード登録者数 40,500 ⼈ 43,913 ⼈ ー 45,000 ⼈

図書館利⽤者の満⾜度 54.3% 52.1%（H29) 65% 75%    
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  施策の内容 
(１) 学習機会の充実 

① 市内の各地域でバランスの取れた学習プロ

グラムを提供するために、生涯学習講座の充

実と、誰もが選択可能な学習体系の確立を図

ります。また、大学などと連携して生涯学習

の充実を図ります。 

② さまざまな知識や技能を持った方を登録す

る講師登録制度を充実させ、地域活動の中で

活用できる仕組みをつくります。 

③ 学習指導者を育成するとともに、市民が主体

となったサークル活動などを支援します。 

④ 生涯学習事業の年間の講座やイベントを集

約した情報ガイドを広報紙に折り込むなど、

情報発信の充実に努めます。 

(２) 生涯学習拠点機能の充実と施設整備 

① 生涯学習を推進するための中央機能の充実

と併せて、各公民館・ふれあいセンターが担

う役割を明確にし、組織的かつ体系的に事業

を展開することで、生涯学習機会の充実と均

衡を図ります。 

② 西尾市公共施設再配置基本計画に基づき、公

民館やふれあいセンター機能の配置基準を

定め、計画的な施設整備に努めます。 

(３) 学習成果の地域還元 

① さまざまな行政分野での市民協働と併せて、

地域課題やまちづくりをテーマとした学習

機会を提供します。 

(４)図書館の充実 

① 図書館情報システムの有効活用と最新シス

テムの導入、市内全域を網羅した物流システ

ムの確立により利用者の利便性を図り、利用

の拡大を目指します。 

② 子ども読書活動を積極的に推進し、ボランテ

ィアや子ども司書との協働による子どもの

読書環境を整え、読書好きな子どもたちを増

やし、心豊かな「西尾っ子」を育成します。

③ 多様化する資料形態や市民ニーズに対応で

きる蔵書構成と管理運営体制の構築、施設の

更新・充実を図ります。 

   協働のまちづくりの考え⽅ 
ふれあいセンターなどの生涯学習施設や講座などの運営を市民とともに行い、生涯学習活動への

参加を拡大します。また、子どもや高齢者を始め、多世代が読書に親しむことができる図書館運営

や地域における教育機会を市民とともに充実します。 

  市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民は主体的に学ぶ意欲を高め、生涯学習の機会や生

涯学習施設を活用して、積極的にまちづくりに参加しま

す。 

図書館の資料を活用したり、図書館事業に参加したり

して、まちづくりや読書の推進に協力します。 

市民が生涯学習やまちづくり活動に

参画するきっかけとなる講演会や講座

を充実させます。 

まちづくりや地域活動に役立つ情報

の提供など図書館機能を充実させま

す。  
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４ 歴史文化   主な実績 

○文化公演などを開催し、市民の文化芸術に接

する機会を提供しました。参加者からのアン

ケートでは、おおむね好評でした。 

○歴史公園のＰＲ・情報発信を進めることで、

来場者の増加に結び付いています。 

○平成 28 年 4 月に塩田体験館をオープンし、

塩焼き体験などを通じて三河湾の入浜式塩

田の歴史を学ぶ機会を提供しています。 

 

○企画展や講座、シンポジウムの開催により、

西尾市の歴史や文化を学ぶ機会を充実させ

ました。 

○市史編さんのために歴史資料を収集・整理

し、調査研究を行いました。成果の一部を「新

編西尾市史研究」、岩瀬文庫特別展「新発見。

新知見。～新編西尾市史研究中間報告展Ⅰ

～」で紹介しました。 

   今後の課題 
○文化芸術に対する市民・事業者の関心や参加

意識をさらに高める必要があります。 

○文化公演は著名人などの公演でない場合は

来場者が少なく、企画内容や運営について検

討することが必要です。 

○地域の伝統文化を継承していくためには、後

継者の確保が課題となっています。 

 

○文化施設の老朽化が進んでおり、計画的な大

規模改修や修繕が必要です。 

○岩瀬文庫と図書館、鶴城公園は駐車場を共有

しており施設規模に見合った十分な駐車場

の確保が課題です。 

○さまざまな学習ニーズに応えるため、文化財

を生かした企画展や講座などのさらなる充

実を図る必要があります。 

○文化財の調査や市史編さんのためには、専門

的な人材の確保が必要です。 

◯美術博物館の建設について調査研究が必要

です。 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●市民がさまざまな文化芸術に親しむことができます。 

●市民が身近に歴史文化に親しむことができます。 

●各地域における昔からの伝統行事が大切に受け継がれています。 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

⽂化振興団体登録数 196 団体 210 団体 220 団体 250 団体

岩瀬⽂庫⼊館者数 29,696 ⼈ 31,487 ⼈ 33,000 ⼈ 35,000 ⼈

にしお本まつり参加者数 6,013 ⼈ 5,158 ⼈ 7,000 ⼈ 8,000 ⼈

⽇頃から芸術⽂化に親しみを持
っている市⺠の割合 37% 38%（H29) 40% 45%

地域の歴史⽂化に関⼼のある
市⺠の割合 34% 38%（H29) 40% 45% 
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  施策の内容 
(１) 市民文化の創造と芸術文化活動の推進 

① 市民や文化活動団体、企業など多様な主体と

連携・協働を図り、より多くの市民がさまざ

まな角度から文化芸術に親しめる機会を提

供します。 

② 地域に伝承されてきた伝統文化の保存育成

を支援し、地域ぐるみで文化を育みます。 

(２) 文化施設の整備 

① 文化会館が利用しやすい施設となるように、

計画的に改修・修繕を行うとともに、運営方

法の改善に努めます。 

② 資料館などの展示施設は、利用しやすい文化

交流・歴史学習の拠点として再整備します。

③ 美術博物館について調査研究を進めていき

ます。 

(３) 文化財・史跡の保全・活用 

① 地域を代表するような歴史遺産について、市

民の協力を得て広く PR し活用します。 

② 岩瀬文庫所蔵資料の調査研究成果を基に、所

蔵資料をより活用させ得るツールとして新

たに文庫目録を作成します。 

③ さまざまな学習ニーズに応えるため、企画展

や講座などの内容を充実し、分かりやすく公

開します。 

④ 西尾城跡の保存と整備を観光にも考慮しな

がら進めます。 

(４) 文化財の調査・保護 

① 文化財の保護・活用を推進していくため、文

化財の掘り起しなど調査研究を行い、指定・

保護を図ります。 

② 多くの市民が歴史に親しむことのできるよ

う、史跡説明板の設置や学習の場の提供を進

めます。 

(５)市史の編さん 

① 市域での歴史を伝え、学ぶための基本となる

市史の編さんを進めます。   協働のまちづくりの考え⽅ 
 

市民とともに文化芸術や歴史に親しむ機会を充実させ、市民が自ら文化芸術活動にいそしみ情報

を発信できるよう、文化芸術の創造と歴史文化の継承に努めます。 

にしお本まつり、地域文化育成講座など、市民ボランティアと行政が一体となった活動を推進し、

協働により文化の発信に努めます。 

  市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民は、地域に伝わる伝統文化を保存・活用します。また、

公演や講座の企画・運営に参加します。 

団体・事業者は、市民が文化・芸術に親しむことのできる

機会を提供するとともに、市民とともに文化の創造、歴史文

化の継承に努めます。 

市民文化活動への助成などの

支援を行います。公演や講座を

運営することができる人材や、

蔵書保存などのアシスタントの

育成に努めます。 
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みんなが元気になるスポーツの振興 

 

５ スポーツ   主な実績 

○市内では、4 つの総合型地域スポーツクラブ

が活動しています。その会員数は計画策定時

の1,708人から2,265人へと大きく伸びて

います。 

○スポーツ施設利用者数は、延べ 145 万人か

ら 189 万人となり、スポーツ人口は着実に

増加しています。 

○一色マラソンや西尾駅伝フェスティバルに

は、市外からも多くの参加者があり、市を代

表するスポーツイベントとして定着してい

ます。 

○一色マラソンでは、交通指導や途中監視、給

水など 100 名を超えるボランティアスタッ

フが運営を支え、市民参加型で大会が運営さ

れています。 

○市は「デンソーエアリービーズ」とホームタ

ウンパートナー協定を締結しました。西尾市

を全国的に PR するほか、バレーボール競技

の振興に向けた取り組みを展開しています。  今後の課題 
○「いつでも」「どこでも」「だれでも」市民が

気軽にスポーツを楽しむことができる環境

の整備を目指し、スポーツに親しむ機会を幅

広く提供することが必要です。 

○子どもから、成人、高齢者までライフステー

ジに応じた多様なスポーツ種目の充実が求

められます。 

○障害者もスポーツに参加できる機会を提供

していくことが必要です。 

○既存の総合型地域スポーツクラブは、指導

者、活動場所や事務局スペースの確保、クラ

ブ運営を担う人材の世代交代・後継者確保な

どさまざまな課題を抱えています。また、リ

ーダーとなる人材が見つからないなどの理

由により、新たなスポーツクラブの創設が難

しい状況となっています。 

○市内には多くのスポーツ施設があり、学校体

育施設が開放されています。しかし、スポー

ツ人口の増加により、飽和状態に近い利用状

況にあるため、対応が必要です。 

○多くのスポーツ施設で老朽化が進んでおり、

計画的な改修や再編を図ることが求められ

ています。 

○競技スポーツの振興で核となる体育協会の

組織強化が課題です。 

○競技スポーツの振興のためには、トップアス

リートに触れる機会づくり、トップアスリー

トの育成強化のための施策を展開していく

ことが求められています。 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●市民一人一人のニーズに合ったスポーツメニューが提供されています。 

●スポーツ施設が整備され、市民がスポーツに親しむ環境が整っています。 

●トップアスリートとふれあうことにより、多くのアスリートが輩出されています。 

  
- 31 -



 

第 3 章 子育て・教育・文化・スポーツ －地域を支える文化と人を育む環境づくり－ 

みんなが元気になるスポーツの振興 

  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

総合型地域スポーツクラブ 4 クラブ 4 クラブ ー 5 クラブ

リーダーズバンク登録事業 - - 15 ⼈ 30 ⼈

スポーツ教室参加者の推移
（市主催） 1,800 ⼈ 848 ⼈ 1,575 ⼈ 900 ⼈

（⺠間委託） 0 ⼈ 653 ⼈ 425 ⼈ 1,450 ⼈

総合型地域スポーツクラブ加⼊
者 1,708 ⼈ 2,265 ⼈ ー 2,800 ⼈

スポーツ施設利⽤者数 
（利⽤者総数） 
但し学校開放分は含まず 

1,452,126 ⼈ 1,893,635 ⼈ 1,541,461 ⼈ 2,000,000 ⼈

市⺠⼀⼈あたり利⽤回数 8.8 回 11.1 回 9.4 回 11.7 回  施策の内容 
(１) 地域における健康づくりやスポーツ活動

の活性化 

① スポーツ教室は、初・中・上級者向けや年代

別の種目などを充実し、多様な住民ニーズに

応える体制を整えます。 

② 生涯スポーツから競技スポーツまで、ニーズ

に応じた指導者の人材発掘や育成、資質向上

に努めます。 

③ スポーツボランティアのさらなる普及と人

材の育成を図ります。 

④ 障がい者スポーツの普及を進めます。 

⑤ 既存の総合型地域スポーツクラブの自立に

向けた支援を継続します。 

(２) スポーツ施設の整備・利用促進 

① 長期修繕計画に基づき計画的な改修や再編

を行うとともに、更なる利用促進を目指しま

す。 

② 学校体育施設のより効果的な施設開放が可

能となるよう学校と連携を強化します。 

③ 総合スポーツ公園の将来整備を目標とした

構想づくりのための調査研究を進めます。 

(３) 競技スポーツの振興 

① 体育協会の組織強化のため、法人化への移行

を支援します。 

② トップアスリートを招いたスポーツイベン

トや大会を積極的に招聘します。 

③ 日本全国や世界で活躍できるトップアスリ

ートの育成に努めます。   協働のまちづくりの考え⽅ 
市民や地域、各種団体（体育協会やＮＰＯ）、民間企業、行政が、それぞれの役割の下で力を

合わせながら、一人でも多くの市民が生涯にわたりスポーツに親しむ｢生涯スポーツ社会｣を構築

します。 

行政はスポーツ活動をするさまざまな団体が、相互の連携を深め、相乗効果が得られるよう人

と事をつなぎ合わせていく役割を担っていきます。  市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民はスポーツ教室・イベントに積極的に参加

し、スポーツ、健康づくりを習慣づけます。 

能力に応じて、スポーツ指導者として活躍した

り、ボランティアとしてスポーツ活動を支援した

りします。 

スポーツを習慣づけるための啓発活動を

進めます。スポーツ活動を推進するさまざま

な主体の連携を促します。体育協会や総合型

地域スポーツクラブなどの活動を支援しま

す。  
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地域で取り組む青少年の健全育成 

 

６ 青少年健全育成   主な実績 

○子どもたちに携わる地域の諸団体と連携し、

街頭補導活動を実施しています。 

○おやじの会や放課後子ども教室（寺小屋にし

お）など、地域が主体となった家庭教育の取

り組みが広がっています。 

 

○ＰＴＡや子ども会をはじめとする市民の主

体的な活動は、地域の教育力向上の役割を果

たしています。 

○少年愛護センターによる街頭補導活動や、

「社会を明るくする運動・西尾市青少年健全

育成大会」の開催などにより、地域ぐるみで

非行防止に努めています。 

   今後の課題 
○おやじの会をはじめ、地域で学校を支援し、

家庭教育活動の中心となる団体を育成する

ことが必要となっています。 

○放課後子ども教室（寺小屋にしお）は、指導

員の高齢化が進んでおり、人材の確保が必要

です。 

○ＰＴＡや子ども会などの各種団体の活動は、

補助金などが有効に活用されるように適切

な団体運営を促していくことが求められて

います。 

○ふるさとワクワク体験塾は参加者の拡大が

課題となっています。 

○成人式実行委員会の委員の多くは学生であ

り、運営に係る時間などに制約がある中で効

率的運営を図る必要があります。 

 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●子どもたちは、子ども会やおやじの会の活動に積極的に参加し、年齢の異なる子どもたちや地域

の人々との交流を深めています。 

●家族の絆が深まり、家族でふれあう時間を大切にするようになっています。 

●家庭、学校、地域が連携して、子どもたちを見守っています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

寺⼦屋にしお開設数 7 教室 11 教室 10 教室 13 教室

おやじの会設置数 16 団体 16 団体 20 団体 23 団体

家庭教育学級事業（おやじの
会応援ルーム）参加者数 10,625 ⼈ 18,881 ⼈ 13,000 ⼈ 19,000 ⼈  
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地域で取り組む青少年の健全育成 

  施策の内容 
(１) 家庭教育の充実 

① おやじの会や寺小屋にしおなどの取り組み

を推進し、子どもたちが親や地域とのふれあ

いを深め、自立できるよう支援します。 

② 子どものしつけや家庭教育を見つめ直し、家

庭教育講座や託児付き講座を開催すること

により、地域ぐるみで家庭教育の活性化を図

ります。 

③ 子どもの頃から「将来の夢」について語り合

える家庭教育の普及に努めます。 

 

(２) 地域の教育力の向上 

① 子どもたちが地域に溶け込み、豊かな人間性

と生きる力が育成されるように、おやじの会

など地域で学校を支援する活動を支援しま

す。 

② PTA や子ども会などと連携し、青少年の健

全育成や生涯学習社会の活性化に努めます。

(３)子ども・若者の育成支援 

① 少年愛護センターによる街頭補導活動をよ

り効果的に展開します。 

② 家庭、学校、地域、各種団体が連携して、子

ども・若者に対する支援活動を行います。   協働のまちづくりの考え⽅ 
 

青少年の健全育成を図るため、家庭、学校、地域が協働して青少年問題に的確に取り組んでいき

ます。さらに、子どもたちの豊かな人間関係や人格形成のために、地域の活動に参加することを促

します。 

  市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

家庭、学校、地域で連携・協力しながら、子どもたちの成

長を支援します。また、子ども会やおやじの会などを通して

子どもたちも地域の活動に参加することにより、協働による

まちづくりへの意識を深めていきます。 

各種団体は、青少年の非行防止や健全育成のための活動を

充実します。また、親子で参加できるイベントやセミナーな

どを開催し、家庭教育を見つめ直す機会や地域の教育力向上

を図る場の提供に努めていきます。 

PTA や子ども会をはじめとす

る社会教育団体の活動を支援し

ていきます。  
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安心を支える地域医療体制の構築 

 

１ 地域医療   主な実績 

○市民病院では、経営基盤を確立するための取

り組みなどを定めた「西尾市民病院 改革プ

ラン」を平成 29 年３月に策定し、大学医局

と連携しながら医師の確保や、地域の医療体

制の充実に努めています。 

〇また、医師確保に向けて、平成 26 年度から

医師確保奨学金制度を開始し、平成２９年度

までに医学部学生 1６名に奨学金を貸与し、

研修医を６名確保しています。 

〇市立看護専門学校では、毎年 40 人程度の看

護師を育成し、市民病院などの地域医療機関

に送り出しています。 

○西尾市医師会と連携して休日診療所を開設

し、地域における救急医療の一翼を担ってい

ます。   今後の課題 
〇障害者を対象とした歯科診療所の開設を望

む声がある中で、需要に応じた診療体制の確

保が必要です。 

〇市民が安心して医療を受けられるよう、市内

の医療機関や西尾市医師会などが連携し、救

急医療体制を充実させることが必要です。 

○市民病院の持続的かつ安定的な経営を行う

ために、早急に経営改善に取り組む必要があ

ります。 

 

○市民病院は、西三河南部の中核病院として、

西尾市医師会と連携した医療体制を整える

とともに、大規模災害に備える災害拠点病院

として施設や設備を充実させることが求め

られています。 

〇市立看護専門学校は、地域医療を担う看護師

を育成するため、高度化する医療に対応でき

る看護に必要な知識・技術の習得や、心豊か

な人間性を養うことが求められています。 

 

⽬指す姿と⽬標指標 

●誰もが、いつでも、どこでも安全・安心で質の高い医療が受けられる医療体制・環境が整い、安

心して生活できる環境となっています。 

●進展する医療や社会ニーズに対応できる医師や看護師が確保・育成されています。 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

市⺠病院が充実していると思う

市⺠の割合 
31% 24%（H29) 45% 60%

市⺠病院と医療連携を⾏ってい

る市内の医療機関の割合 
90% 93% 100% 100%

市⺠病院医師数 51 ⼈ 46 ⼈ 50 ⼈ 61 ⼈

市⽴看護専⾨学校卒業⽣の

地域の医療機関への就職数 
27 ⼈ 16 ⼈ 40 ⼈ 40 ⼈

かかりつけ医がいる市⺠の割合 68% 73%（H29) 75% 80%

休⽇や夜間などの緊急時に受診 45% 46%（H29) 35% 25%
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安心を支える地域医療体制の構築 

 

するにあたり、地域の医療体制に

不満を感じたことがある市⺠の割

合 

 

 施策の内容 

(１) 地域医療体制の充実 

① 愛知県地域保健医療計画に基づき、市民病院

を含めた地域の医療機関と介護福祉施設な

どの連携を強化し、地域包括ケアシステムの

一環として医療と介護のサービスを適正に

提供します。 

② 医療機関が機能分担と相互連携により、市民

に分かりやすい医療提供体制を確立します。

③ 在宅当番医制や、休日診療所の充実、休日の

医師や看護師の確保など、安心して医療を受

けられるよう西尾市医師会と連携し、一次医

療と救急医療体制の充実を目指します。 

④ 市民病院における市民公開講座の開催など

により、医療に対する正しい理解と健康意識

の向上を図ります。 

⑤ 佐久島の医療体制の充実を図り、医師と看護

師の安定的な確保に努めます。 

(２) 市民病院の充実 

① 「西尾市民病院 改革プラン」に基づき、地

域の中核病院としての役割を担えるよう、病

院機能の向上と経営の健全化を図ります。 

② 災害拠点病院として大規模災害に備えるた

め、自家発電用設備の充実など、施設や設備、

機能の強化を図ります。 

③ 医療技術の進歩と患者のニーズに合わせて、

医療機器と施設などの充実を図り、総合的医

療による二次救急医療を担う地域の中核病

院としての機能を発揮します。 

(３) 医師・看護師の確保・育成 

① 勤務医不足を解消するため、大学医局の意向

を尊重しながら幅広く人材の確保に努めま

す。 

② 医師確保奨学金制度などにより、研修医の確

保に努めます。 

③ 市立看護専門学校では、進展する医療や社会

のニーズに対応できる看護師を育成し、地域

の医療機関などに送り出します。 

④ 市民病院は、医師をはじめとした医療従事者

の研修の場としての役割を果たし、地域の医

療水準の向上に努めます。 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

病院・診療所などの連携、医療機関と介護福祉施設などの連携により、市民が良質かつ適正な

医療が受けられるようにするとともに、市民一人一人が正しい受診方法を心掛けるようにするな

ど、行政、保健・医療関係者、介護事業者、市民などが一体となり地域医療を守るための取り組

みを行います。 

市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民一人一人が、現在の医療体制の状況をよく理解すると

ともに、かかりつけ医を持ち、医療機関の重複受診や、コン

ビニ受診を避けるなど、正しい受診方法を実践します。 

地域医療を守るため、医療や

看護師の確保や育成に努めると

ともに、西尾市医師会などと連

携して安心して医療が受けられ

る体制を確立します。 
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健康づくり 

 

２ 健康づくり   主な実績 

○平成 26 年度から健康づくり推進員養成講

座、平成 27 年度からは食生活改善ボランテ

ィア養成講座を開催し、健康づくりを推進す

る新たな人材の育成に努めています。 

○こんにちは赤ちゃん訪問事業や妊産婦家庭

訪問事業、母子健康相談事業、母子健康教育

事業など、出産や育児についての相談や指導

など、一人一人の状況に応じてきめ細かい支

援を実施しています。 

○疾病の早期発見・治療に向けて人間ドックを

はじめとする健診やがん検診、歯科健康診査

などを実施しています。中でも人間ドックは

受診者が増えています。 

〇平成２７年度から開始した健康にしおマイ

レージ事業は、年々参加者が増えています。

〇高齢者の肺炎球菌などの予防接種事業は対

象者に広く周知され、接種者数が増えていま

す。 

  今後の課題 
○地域の健康づくりを推進する新たなボラン

ティアが確保できないため、活動の周知や募

集の効果的な方法について工夫する必要が

あります。 

○健康課が実施する母子健康相談事業と家庭

児童支援課が所管する子育て支援センター

の連携や、医療機関や主任児童委員、保育園、

学校など、さまざまな部署との連携により、

切れ目のない支援が可能な子育て世代包括

支援センターを設置する必要があります。 

 

○フッ化物洗口などの歯科予防事業は、小学校

入学後は実施できていないため、教育委員会

と協力して実施していく必要があります。 

〇団塊の世代を中心に、今後増加が予想される

医療費を抑制するため、地域全体で健康づく

りに取り組むとともに、健診の受診率や予防

接種の接種率の向上に向け対策を行う必要

があります。 

⽬指す姿と⽬標指標 

●市民一人一人が健康で自立して生活できる環境が保たれています。 

●市民が生涯を通じて心身ともに健やかに暮らせるよう、関連団体と連携しながら、市民が健康づ

くりに取り組むことのできる体制が整っています。 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

⼦宮頸がん検診推計受診率 24% 22% 27% 29%

乳がん検診推計受診率 19.3% 18.3% 21% 22%

⼤腸がん検診推計受診率 18.6% 21.3% 22% 28%

３歳児でむし⻭のない⼦の割合 79.3% 85.6% 85% 90%

⾃殺者数 37 ⼈ 24 ⼈ 35 ⼈ 24 ⼈

⾼⾎糖者のうち未治療者の割合 51.2%
41.2%

（H27）
49.7% 21.0%
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 施策の内容 

(１) 地域における健康づくりの推進 

① 市民の健康づくりを支援する健康づくり推

進員や健康づくりボランティア、食生活改善

ボランティアなどを育成します。 

② 市民が健康づくりに取り組みやすくするた

め、市内の運動施設などを紹介するととも

に、健康にしおマイレージを有効に活用する

など、市民の健康づくりを啓発します。 

(２) 母子保健の充実 

① 妊娠・出産・育児に関する正しい情報を提供

するとともに、子育て世代包括支援センター

を設置し、子どもの発育・発達に応じたきめ

細かな支援を行い、保護者の育児不安の解消

に努めます。 

② 妊婦が安心して妊娠・出産ができるよう、経

済的負担の軽減を図り、妊産婦健康診査の充

実と健診の受診を促進します。 

③ 乳幼児健康診査を実施し、疾病予防、早期発

見・治療に努めます。また、幼児や児童のむ

し歯予防を推進します。 

④ 子どもを希望しているにも関わらず不妊に

悩んでいる夫婦に対して、安心して治療が受

けられるよう、経済的支援を継続します。 

(３) 成人保健の充実 

① 人間ドックをはじめとする健診や、がん検

診、歯科健康診査などの各種検診を充実させ

ます。 

② 市民が主体的に生活習慣病の予防ができる

よう、健診後の相談、指導、教室を実施し、

疾病予防の正しい知識を普及します。 

(４) 感染症対策の推進 

① 感染の恐れがある疾病の発生とまん延を予

防するため、西尾市医師会や他市と連携を図

り、予防接種の励行や対象者への周知徹底に

努めます。 

② 感染症の二次感染を防止するため、防疫体制

の強化を図るとともに、国や県、医師会など

と連携し、新型インフルエンザなどの新たな

感染症への危機管理対策を講じます。 

(５) 自殺防止に対する啓発の推進 

① 自殺対策計画を作成し、必要な医療や相談

機関につなげられる体制づくりに努めま

す。 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

市民一人一人が自分の健康状態を理解し、健康づくりに自ら取り組むとともに、行政や医療関

係者などは、健康意識の普及啓発や疾病予防、疾病の早期発見・治療のための各種検査の充実な

どにより、市民の健康づくりを支援します。 

 

市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

自分の健康や生活習慣に関心を持ち、健康づくりに取り組

むとともに、各種の健康診査や検診の受診、予防接種などを

積極的に励行します。 

健康づくりの普及啓発に努

め、各種の健康診査や検診を充

実するとともに、受診しやすい

体制を整えます。   
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３ 高齢者福祉 
  主な実績 

○地域における包括的な支援体制づくりに向

けて、市内 7 か所の地域包括支援センターを

核に関係機関の連携体制を整備しました。 

○在宅医療・介護連携のための組織を立ち上げ

るとともに、関係者間が情報を共有するシス

テムを構築しました。 

○老人福祉センターや老人憩の家、高齢者交流

広場などの施設を活用し、高齢者が気軽に利

用できる、憩の場を提供しています。 

○小規模特別養護老人ホームの整備を進め、入

居待機者の解消に努めました。また、小規模

多機能型居宅介護事業所などの整備を進め、

地域密着型の在宅介護サービスを充実させ

ました。 

   今後の課題 
○地域包括支援センターの存在や活動内容に

ついての理解が不足しているため、市民への

周知が必要です。 

○地域包括支援センターの人員体制を含めた

機能強化や基幹型センターの設置を推進す

る必要があります。 

○平成３０年４月に設置される在宅医療介護

支援センターを有効的に活用することが必

要です。 

○地域ケア会議などを通じた、地域での支え合

い活動を進める関係者とのネットワークづ

くりや在宅医療・介護連携の推進、認知症施

策の強化などが求められています。 

○高齢者の憩の場の活動を支えるボランティ

アの高齢化が進んでいるため、ボランティア

の発掘・養成が必要となっています。 

○高齢者が身近な場所で、健康づくり・介護予

防に取り組むことが必要です。 

○老人クラブへの加入者数が伸び悩む中、クラ

ブ運営の在り方や活動内容の検討が求めら

れています。 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●高齢者やその家族が必要とするサービスを受けることができ、高齢者が住み慣れた家庭や地域で、

健やかに安心して暮らせる環境が整っています。 

●高齢者が身近な場所で、健康づくり・介護予防に取り組んでいます。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

認知症サポーター数 2,372 ⼈ 8,692 ⼈ 3,872 ⼈ 14,000 ⼈

⽼⼈クラブ加⼊者数 17,165 ⼈ 14,753 ⼈ 17,200 ⼈ 17,200 ⼈

シルバー⼈材センター会員数 1,200 ⼈ 1,108 ⼈ 1,300 ⼈ 1,400 ⼈
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 施策の内容 

(１) 地域におけるケアや支え合いの推進 

① 高齢者が住み慣れた地域で生活を継続する

ための包括的な支援体制づくりを進めます。

② 関係機関との連携を密にして地域包括支援

センターの機能を強化します。特に地域ケア

会議の充実や認知症対応力の強化を図りま

す。 

③ 地域における支え合い活動を高めていくた

め、地域で活動するボランティアの発掘・育

成を進めます。 

④ 高齢者が地域で自分らしい生活を送れるよ

う、市全域及び概ね中学校区に生活支援コー

ディネーターを配置し、NPO 法人、地域包

括支援センター、地域住民の代表者等で、協

議体の体制づくりを進め、日常生活支援に努

めます。 

(２) 高齢者福祉施設の整備 

① 老人福祉センターや老人憩の家、高齢者交流

広場などの高齢者福祉施設が老朽化してい

るため、計画的な改修・更新を目指します。

② 高齢者が気軽に利用できる憩いの場を提供

します。 

(３) 介護サービスの充実 

① 特別養護老人ホームなどの入所型介護施設

の需要は長期的には増加するものと予測さ

れるため、需要動向を見定め計画的な整備を

進めていきます。 

② 地域バランスを考慮しながら、小規模多機能

型居宅介護などの地域密着型サービスを整

備し、在宅支援サービスを充実させます。 

(４) 介護予防と生きがいづくり 

① 認知症や閉じこもりなど何らかの支援を要

する方を早期に把握し、介護予防活動へつな

げます。 

② 介護予防の啓発活動を行うとともに、シルバ

ー元気教室などを開催し、介護予防や閉じこ

もり防止などにつなげます。 

③ 地域高齢者の交流の場、介護予防の場として

宅老所事業を充実させます。 

④ 高齢者の生きがいづくりのため、老人クラブ

を通じた社会活動を促すほか、シルバー人材

センターなどを通じて体力に応じた就労機

会を提供します。 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

地域包括支援センターでは、介護や福祉、医療などさまざまな機関とネットワークを作り、地

域で暮らす高齢者を総合的に支援します。 

地域における包括的な支援体制を形成していくためには、介護保険制度に基づくサービスのみ

ならず、さまざまな主体による生活支援サービスが提供され、地域の特性を活かしながら、住民

と関係機関が協働して高齢者の暮らしを支えていきます。 

地域住民の協力を得ながら、災害発生時の高齢者の救出・救護体制、被災後の支援体制を整え

ていきます。 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

地域社会全体で高齢者を支える包括的な支援体

制を作るため、地域住民は地域課題の解決に取り

組もうとする自覚を持ち、支えあい活動に参画し

ます。 

災害発生時における、高齢者などの避難行動要

支援者の救出・救護、被災者の支援体制を自主防

災会や町内会などと連携して整えます。 

 

地域包括支援センターが中心となり、介護

や福祉、医療などさまざまな機関の横の連携

体制を構築するとともに、高齢者やその家族

の総合的な相談窓口としての機能を果たし

ます。 
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４ 障害者福祉 
  主な実績 

○住居系サービス（グループホーム）を提供す

る事業所が 3 つ増え、市内外の施設の利用に

より必要量を確保しました。 

○自主防災会や民生員、消防本部とともに平成

28 年 3 月に作成した避難行動要支援者名簿

の情報共有を図っています。 

 

○平成 27 年 10 月に成年後見センターを開設

しました。 

○成年後見制度の認知率上昇のために、研修

会、説明会などの普及活動を行いました。 

○福祉施設から一般就労への移行を推進する

ため、西尾市地域自立支援協議会を中心とし

た就労支援セミナーを開催しました。   今後の課題 
○療育・教育、保健・医療の充実では、医療機

関をはじめ関係機関が連携し、適切な療育や

リハビリテーションを提供するとともに、障

害がもたらすさまざまな不安の解消など心

理的不安を軽減することが必要です。 

○障害の特性に合った住まいを確保する必要

があります。特にグループホーム利用者数が

増加することが予想され、需要に応じた必要

量を確保する必要があります。 

○地域生活支援拠点の整備について検討が必

要です。 

○障害者の地域での社会参加を促進するため

には、移動手段を確保することが必要です。

○避難行動要支援者名簿を災害時における実

際の避難行動に生かしていくことが必要で

す。 

○障害や障害者に対する差別や偏見を無くす

ためには、地域住民の理解が必要です。 

○障害者とその家族などからの相談件数が増

加するとともに、相談内容も多様化し、専門

的になっています。こうしたニーズに的確に

対応していくことが必要です。 

○障害者の就労希望に対する就労の場を確保

するため、就労支援に向けた施策の充実が必

要です。 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●障害者やその家族が必要とするサービスを受けることができ、障害者自身の意志に基づいて自立

した生活を実現しています。 

●障害や障害者に対する市民の理解が深まり、障害者の人権や権利が守られています。 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

グループホーム・ケアホームの施
設数 18 か所 21 か所 19 か所 24 か所

訪問系サービス事業所 14 か所 11 か所 15 か所 16 か所

避難⾏動要⽀援者名簿の登
録数 56% 100% 80% 100%

障害者（児）施策・サービスに
ついての満⾜度 47.6% 8.4%※（H29) 55% 60%

※H25 年策定時は障害者（児）に対しアンケートを行った結果だが、H28 年は市民全体にアンケートを行った結果であり、アンケート対

象者が異なる。 
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 施策の内容 

(１) 療育・教育、保健・医療の充実 

① 障害の早期発見・対応のため、医療機関をは

じめ保育園、幼稚園、福祉施設などの関係機

関との連携の強化に努めます。 

② 心の健康について理解を深めるとともに、問

題を早期発見して適切な支援が受けられる

よう自立支援医療などの精神保健福祉を充

実させます。 

③ 障害のある児童生徒の増加や多様化する障

害の状況などに対応するため、学校生活上の

介助や学習活動上の支援など、支援体制を強

化します。 

(２) 安全・安心と住まい、移動手段の確保 

① 障害の特性に合った安全な住まいを確保す

るとともに、関係機関との連携の下、グルー

プホームなど居住系サービスの必要量の確

保に努めます。 

② 障害者の移動手段を確保するため、移動支援

事業やタクシー料金助成事業などを実施し

ます。また、社会福祉協議会では福祉車両貸

出事業を継続します。 

③ 災害などの緊急時における障害者の安全を

確保するため、避難行動要支援者名簿への登

録を促すとともに、実際の避難行動につなげ

るための対策を講じます。 

 (３) 人権・権利擁護の推進 

① 広く市民に対し、障害そのものや障害者に対

する理解促進のための啓発を進めます。 

② 成年後見制度の普及・啓発に努めます。 

③ 障害者への虐待の未然防止、早期発見、迅速

な対応、適切な事後の支援に関する施策に取

り組みます。 

(４) 福祉サービスの充実と相談体制の整備 

① 多様化、専門的になっている相談ニーズに的

確に対応するため、相談体制を拡充します。

② 障害者の雇用について啓発するとともに、企

業など関係機関へ働きかけ、障害者の就業機

会の拡大に努めます。 

(５) 協働による福祉のまちづくり環境整備 

① 障害と障害者について学ぶ機会や場を充実

させ、心のバリアフリーの実現を図ります。

② 障害者へ市や地域の情報を周知し、催しやま

ちづくりへの参加を促進します。 

③ 公共施設や公共交通機関、道路などのバリア

フリー化を関係機関と連携し推進します。 

④ 障害者が地域で暮らしていくために、手話通

訳などのボランティアの育成など必要な市

民サポート力の強化に努めます。 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

障害者（児）の自立を促していくために、地域住民や関係団体、関係機関などと行政が地域福

祉の理念を共有し、それぞれが役割を担って協働のネットワーク構築に取り組みます。 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

障害者やその家族を含めた市民が、障害者の自

立や地域づくりへの積極的な意識を持ち、自ら地

域に働きかけて主体的に活動を進めます。 

 

全市的な（ときには広域的な）視野に立ち、

関係団体・機関の連携強化を図りながら、重

層的な支援ネットワークづくりに取り組み

ます。       
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５ 社会保障   主な実績 

○障害者の相談支援事業所や福祉サービス事

業所を中心に関係機関と連携し、地域での見

守り支援体制を充実させています。 

○国民健康保険事業の安定運営に不可欠な国

民健康保険税の収納率が向上しています。 

○子どもや障害者、精神障害者、高齢者、母子

家庭などへの福祉医療制度は、全国的にも高

い水準のサービスを提供しています。 

○社会福祉協議会が福祉実践教室や手話、要約

筆記、パソコン要約筆記、点字触読の講座を

開設し、福祉活動を行う人材を育成していま

す。   今後の課題 
○多様化する住民の福祉ニーズに対応するた

め、地域福祉計画に基づき、地域の住民や関

係機関との連携による福祉活動を一層推進

することが求められています。 

○地域の福祉活動を支えるためには、福祉に関

する学習機会や情報提供の充実により、地域

福祉の担い手となるボランティアの発掘や

育成が必要です。 

○安心な社会保障を実現するためには、国民健

康保険や国民年金制度を安定的に維持する

ことが重要です。そのために、未納者や未加

入者への対策を進め、制度の安定化を図る必

要があります。 

 

○平成 30 年度から国民健康保険制度改革が実

施され、都道府県も市町村と同様に国民健康

保険の保険者となり、より一層財政の安定化

を図っていくことが必要です。 

○高齢者や母子家庭、非正規雇用などの実情を

把握し、状況に応じた適切な自立のための支

援が必要です。 

○子どもや障害者、精神障害者、高齢者、母子

家庭などの医療費の一部を助成する福祉医

療費助成制度は、対象者の安心を支える重要

な制度です。市の財政状況を見極めながら、

今後も制度の維持・充実を図る必要がありま

す。 

⽬指す姿と⽬標指標 

●活発な地域福祉活動により、高齢者、障害者、子どもなどを地域で支え合う社会となっています 

●各種社会保障制度が安定的に維持され、市民の安心な生活を支えています。 

 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

ボランティア活動に参加している
割合 18.8% 17.1%（H29) 24% 30%

国⺠健康保険税収納率 92% 95% 93% 96%

国⺠健康保険税⼝座振替率 69% 73% 72% 75%

国⺠健康保険特定健康診査実
施率 35% 40% ー 60%
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 施策の内容 

(１) 地域福祉の推進 

① 高齢者や障害者、子どもなどに関わる地域福

祉を横断的に推進することができる組織体

制を検討していきます。 

② 地域の見守り支援体制の整備・充実を図りま

す。 

③ 福祉サービスを提供する体制を充実させま

す。 

④ 福祉教育の充実と人材の育成を図ります。 

⑤ 福祉都市基盤の充実を図ります。 

⑥ 診断を受けておらず、認知症が疑われる人や

その家族等に「認知症初期集中支援チーム」

が早期に関わることで、医療や介護サービス

へ結び付けられるよう努めます。 

(２) 国民健康保険・高齢者医療・国民年金の適

正運営 

① 国民健康保険の負担の公平化と収納率の向

上対策を進め、国民健康保険事業の安定した

財政運営を図ります。 

② 国民健康保険制度改革により、都道府県も市

町村と同様に国民健康保険の保険者となる

ため、県とともに国民健康保険財政のより一

層の安定化を図ります。 

③ 高齢者医療制度を周知し、より円滑な運営を

図ります。 

④ 無年金者の防止に向けて、制度の周知と相談

業務の充実を図ります。 

(３) 低所得者への自立支援 

① 就労可能な低所得者の就労の支援し、早期の

自立を目指します。 

② 生活困窮者の相談窓口を設置し、生活保護に

至る前の段階の自立を支援します。 

(４) 福祉医療の充実 

① 財政の許す範囲において福祉医療制度を維

持継続することで、対象者の経済的負担を軽

減し、生活の安心感を高めます。 

② 広報紙・ホームページなどを活用し、福祉医

療制度の周知に努めます。 

 

 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

地域住民の積極的な参加とふれあいやボランティア団体と町内会、民生委員・児童委員などの

関係者の連携を深めて、地域で支える仕組みを強化します。 

 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民一人一人が福祉に対する意識や認識を高め、地域社会

の構成員の一員であることの自覚と、地域福祉の担い手であ

る意識を強く持ち、同時に自らボランティアなどの地域活動

に積極的かつ主体的に参加するなど、具体的な活動を実践し

ます。 

福祉関係の事業者や活動団体は、地域の関係者とのネット

ワークを構築し、地域福祉を支える一員として利用者の自立

支援やサービスの質の確保などを図ります。 

地域福祉を推進する関係機

関・団体などの役割を踏まえな

がら、相互に連携・協力すると

ともに、行政は関係各課が連携

を強化し、さまざまな分野で地

域福祉の視点から施策を見直

し、横断的な施策を推進します。 
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６ 消費者保護   主な実績 

○平成 28 年度から消費生活センターを開設し

たことにより相談体制が充実し、相談件数が

大幅に増加しました。 

○消費者問題・教育に取り組むため、西尾市生

活学校や吉良町生活学校との協働で消費生

活展を実施しました。   今後の課題 
○近年、訪問・通信販売、クレジットカード、

インターネットを利用した消費者被害の手

口が巧妙かつ多様化しているため、被害を未

然に防ぐための対策づくりが必要となって

います。 

○県が実施している消費生活相談室の終了に

伴い、市消費者生活センターの必要性が高ま

るため、より一層周知・ＰＲする必要があり

ます。 

 

○消費者の知識向上のため、悪質な手口やその

対処法などを情報提供するとともに、被害に

あった場合の相談体制や相談窓口の充実が

必要です。 

 

 

 

⽬指す姿と⽬標指標 

●消費者トラブルに関する十分な情報が提供され、消費者は問題に巻き込まれないような知識を持

っています。 

●消費者被害の相談窓口が充実しており、迅速にトラブルに対処できます。 

 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

⼀週間の消費⽣活相談の時間
数 12 時間 35 時間 12 時間 35 時間
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 施策の内容 

(１) 相談体制の充実 

① 消費生活センターに、専門知識を有した相談

員を配置し、市民からの被害相談に対応しま

す。 

② 消費者トラブルや相談の動向に対応して、消

費生活センターも充実させます。 

③ 消費生活センターの周知・PR に努め、トラ

ブル解決のために利用を促します。 

(２) 消費者への啓発 

① 市民が消費者被害に遭わないよう、消費者ト

ラブルに関する情報を提供します。 

② ネット犯罪に巻き込まれやすい中・高生に向

たの情報を提供します。 

③ 啓発用品やグッズを作製、配布し、消費者被

害に対する関心・注意を喚起します。 

(３) 消費者団体への支援 

① 市民の先頭に立ち消費者問題・教育に取り組

む市民団体の活動を支援します。 

 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

消費者問題・教育に取り組む市民団体の活動を支援し、行政と協働で消費者被害の防止に努め

ます。 

 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

消費者被害に遭わないよう、その手口や対処法などの知識を習得

します。 

消費者団体は、消費者問題に関する講演会や学習会などを開催し、

消費者への啓発活動に協力します。 

 

消費者問題・教育に取り組む市民

団体の活動を支援します。   
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１ 公園・緑地   主な実績 

○親子で楽しめる公園事業（第 1 期）が完了し

ました。 

○区画整理内の公園や公共用地の用途変更に

より街区公園を整備してきました。 

○農村地域では圃場整備と合わせて、農村公園

を整備しています。 

○公園などの維持管理のためにアダプトプロ

グラムを導入するとともに、公園施設の長寿

命化の方針を策定しています。 

○公園や緑地に、耐震性防火水槽などの防災施

設や多目的トイレを導入しています。 

○保育園・幼稚園の園庭や小中学校の校庭の芝

生化を進めてきました。 

   今後の課題 
○公園を新たに整備するためには用地確保や、

近隣の住民の理解と地域の協力を得ること

が課題となります。 

○既設の都市公園、農村公園ともに、地域にお

ける管理やアダプトプログラムなど市民の

参加を拡大する工夫が必要です。 

○公園の維持管理を効率的に行うために、市民

に親しまれるとともに、高齢者なども利用し

やすく、災害時には一時避難しやすい公園を

 

 

整備をすることが求められています。 

○園庭や校庭の芝生は、保護者などが主体とな

った管理を促す必要があります。 

○市全体の緑化を進めるために、民有地の緑化

を促進する必要があります。 

○公園・緑地を適切に管理するとともに、自然

公園の環境保全と適切な利用について啓発

する必要があります。 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●市民が公園・緑地を一時避難場所として利用することができ、心安らぐ快適な生活をしています。 

●市民が公園づくりに参加して、公園に愛着がわき、協働で管理しています。 

●市民や事業者が緑化を進め、緑豊かなうるおいのある環境が形成されています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

公園・緑地配置箇所数 54 か所 63 か所 60 か所 65 か所

⻄尾市は公園・緑地が充実して
いると思う市⺠割合 44.6%

41.0％

（H29）
51% 52%

市⺠協働による公園管理箇所
数  8 か所 14 か所 13 か所 18 か所

公園・緑地の維持管理に参加
している市⺠割合  10.9%

10.5%

（H29）
15% 20%
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 施策の内容 

(１) 公園の整備 

① 平成 26 年 3 月に策定した緑の基本計画に

基づき、公園を計画的に整備します。 

② 親子で楽しめる公園事業や、市街地における

土地区画整理事業などの推進により、公園・

緑地を計画的に整備します。 

③ 土地改良事業などで創出される農村公園の

整備と地域による管理を継続します。 

④ 市街地内の遊休地などの買収が難しい場合、

借地公園として積極的に活用して、公園未整

備地区の解消を図ります。 

⑤ 公園などの整備計画を策定する際には、市民

参画を図ります。 

(２) 公園の維持管理と利用促進 

① 公園の維持管理などにアダプトプログラム

を始めとする地域住民の参画を取り入れ、市

民協働を図ります。 

② 既存公園などの施設整備改善を実施し、魅力

ある公園として利用度を高めます。 

③ 公園施設の改築・更新は、「公園施設長寿命

化計画」に基づき、適切に維持管理を図りま

す。 

④ 地域住民が公園に親しみ、利活用しやすいよ

う、防災設備の導入やユニバーサルデザイン

に配慮した整備を進めます。 

⑤ 市民活動団体や県、地元と連携して「愛知こ

どもの国」の利用促進を図ります。 

(３)緑地の保全及び緑化の推進 

① 緑の基本計画に基づき、自然環境や歴史的風

土を形成している緑地などを積極的に保全

します。 

② 公共の施設・空間で率先して屋上や敷地の緑

化を推進するとともに、まちに適した街路樹

を選定します。 

③ 市民や事業者に補助制度の活用を促して、民

有地緑化を推進します。また、西尾市緑化推

進条例による保存樹木の指定や西尾の名木

の指定などにより、重要な樹木の保全に努め

ます。 

④ 三ヶ根山をはじめとする三河湾国定公園内

の緑豊かな自然環境の保全に努めるととも

に、自然景観地として利用を促進します。 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

 

本市は自然豊かなまちですが、市街地では公園・緑地が十分に整備されているとはいえません。

今後の公園などを整備する際には、計画づくりの段階から市民参画を図り、市民ニーズを取り入れ

た計画にするとともに、整備後の維持管理などを考慮します。 

 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

公園などの計画づくりのワークショップ等に参画し、より

良い公園づくりを推進します。また、民有地の緑化を進め、

緑地や保存樹木、名木の保全に努めます。 

ボランティア団体や町内会が公園などの維持管理、緑地の

保全を実践するよう努めます。 

地域住民をはじめ利用者に愛

着をもってもらえるような公園

を市民と協働で増やしていきま

す。 

また、民有地緑化を促進する

ために、補助制度などの支援を

拡充します。 
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２ 自然環境   主な実績 

○河川愛護団体や河川クリーンアップ作戦の

参加者は増加しており、自然環境保全への意

識は少しずつ高まっています。 

○平成 25 年７月に、市内で環境活動に取り組

む団体・個人と行政が、活動の成果などさま

ざまな情報共有を図ることを目的に西尾市

市民環境活動連絡会を発足しました。 

○いきものふれあいの里を中心に、市民団体な

どと協働して自然観察会や体験学習会を開

催しています。 

○平成 28 年 2 月、生物多様性の確保などを目

的に、本市と碧南市、高浜市、企業などで構

成する西三河南部生態系ネットワーク協議

会を設立し、人と自然の共生に取り組んでい

ます。   今後の課題 
○三河湾、矢作川、三ヶ根山に代表される豊か

で多様な自然環境を未来につなげていくた

め、自然環境の保全・創出活動に積極的に取

り組むことが必要です。 

○啓発・学習活動などを通じて、豊かな自然環

境と私たちの暮らしとの関係を正しく理解

し、自然環境の保全・創造活動にしっかりと

取り組むことのできる人材を育成する必要

があります。 

 

○人材、組織の育成を図りつつ、市民が主体と

なって、自然環境の保全・創造活動に取り組

むことのできる仕組をつくっていく必要が

あります。 

○西三河南部生態系ネットワーク協議会との

協働により、自然環境の保全や、稀少生物の

保護・保全など、生態系保全活動を活発化し

ていくことが求められています。 

○動物の愛護・管理の取り組みについて、市民

に周知・徹底を図っていく必要があります。 
⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●市民が自然とふれあう場や機会が多数あり、その内容も多岐にわたり充実しています。 

●海・川・山の豊かな自然環境が保たれています。 

●生物多様性が適切に保たれています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

いきものふれあいの⾥⾃然観察
会など開催回数 33 回 31 回 40 回 45 回

三河湾の⽔質状況（⻄尾沖 6
地点 COD 平均値） 3.4mg/ℓ 2.9mg/ℓ 2mg/ℓ 2mg/ℓ

いきものふれあいの⾥利⽤者数 12,500 ⼈ 16,691 ⼈ 14,300 ⼈ 17,000 ⼈
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 施策の内容 

(１) 海や川、山の保全と適正管理 

① 海や川、山の機能や役割について啓発を行

い、自然環境に対する市民の関心や意識を高

めます。 

② 干潟の保全、水質汚濁の防止、漂着ごみ対策

の推進など、三河湾の環境保全を進めます。

③ 海や川、山などの清掃を行う市民のボランテ

ィア活動を、市民や事業所と連携して支援し

ます。 

④ 排水対策や清掃活動などに取り組み、河川環

境の保全を進めます。 

⑤ 市民や地域の協力を得ながら、間伐や竹林整

備などの里山保全を進めます。 

⑥ 森林の持つ治山・治水機能を生かすために、

市民や事業者と協働で森林の保全を図りま

す。 

(２) 自然とふれあう機会の創出 

① 海や川、山で人々が集い、自然にふれあうこ

とのできる場や機会を創出します。 

② 市民が干潟や里山などの保全活動に参加す

る仕組みを検討します。 

③ いきものふれあいの里で開催している自然

観察会や体験学習会の魅力アップを図りま

す。また、干潟や河川、佐久島など多様な自

然を舞台に、観察会や生物調査などを開催

し、市民の環境への意識や関心を高めます。

④ 学校のビオトープを活用して環境教育を推

進します。また、ビオトープの維持管理に関

する知識の習得機会を提供します。 

(３)生物多様性の確保 

① 地域と協力して動植物保護を進めることで

自然環境を守り、生物多様性の保全に努めま

す。 

② 西尾市史編さんを通じて市内に生息・生育す

る動植物の実態調査を実施します。 

③ 地域固有の動植物の生息・生育環境の保全に

努めます。 

④ 外来種による在来種や生態系への影響を防

止・軽減するため、生態系への影響や適切な

対応方法などについて周知します。 

⑤ 西三河南部生態系ネットワーク協議会と連

携し、広域的な視点による生態系ネットワー

クを形成します。 

⑥ 動物の愛護と適切な管理の観点から、飼い主

に対する正しい知識の普及に努め、最後まで

責任を持って飼ってもらうよう周知徹底を

図ります。 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

市民ボランティアなどと取り組む河川クリーン作戦や里山保全活動などを活発に行うととも

に、市民が主体となり海や川、山などを保全する仕組みづくりを進めます。 

市民や事業者などの協力を得ながら、自然観察会や生物調査などの環境講座を開催します。 

西三河南部生態系ネットワーク協議会と連携し、広域的な視点による生態系ネットワークの形

成に取り組みます。 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民向けの環境講座や、自然環境保全のためのボランティ

ア活動に積極的に参加するとともに、自らも生活排水の浄化

に努めるなど環境に配慮して生活します。 

地域で行う自然環境保全活動に事業者として積極的に参

加・協力するとともに、自らも事業系排水の浄化に努めるな

ど環境に配慮した事業活動を行います。 

広報紙やホームページを使っ

たＰＲをはじめ、環境保全活動

を支援するとともに、自然とふ

れあう機会の創出や環境保全活

動が市民主体となる仕組みづく

りを検討します。 
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第 5 章 自然環境・生活 －安全とうるおいのある環境づくり－ 

河川･海岸の総合的な環境整備 

 

３ 河川・海岸   主な実績 

○矢作川と矢作古川との分岐点に分派堰を整

備するとともに、防災ステーションの建設を

国に働きかけてきました。 

○矢作川河川リフレッシュ事業が完了し、堤防

道路の安全を確保しました。 

 

○寺津漁港の海岸堤防の耐震化を進めるとと

もに、同港と衣浦港における津波などの災害

対策を国・県に働きかけてきました。 

○漁港内の浚渫を進めるとともに、漁業者以外

の利用する漁港施設の管理を進めています。  今後の課題 
○１級河川、２級河川については、引き続き国

や県による整備を要請して、事業の促進を図

る必要があります。 

○漁港や港湾施設に対する津波をはじめとす

る災害対策は、事業の進捗の遅れが懸念され

るため、国・県による整備を強く働きかける

ことが必要となっています。 

 

○漁業施設の長寿命化を図るとともに、県とと

もに施設の適切な管理を進めることが必要

です。 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●河川や海岸の環境整備が進み、市民の災害に対する安心感が高まっています。 

●川や海を大切にする意識が市民の間に広まり、清掃活動などが盛んになっています。 

  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

⽮作川左岸堤防リフレッシュ事
業整備率  63% 100% 100% 完了

⼆の沢川⽔辺プラザ事業整備
率  76% 90% 100% 100%

河川防災ステーション整備事業
整備率 0% 0% 100% 100%

寺津漁港海岸地震対策事業
整備率 0% 15% 50% 100%

寺津漁港防潮扉整備事業整
備率  0% 100% 100% 完了

川と海のクリーン⼤作戦参加者
数 3,100 ⼈ 3,100 ⼈ 3,500 ⼈ 4,000 ⼈
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第 5 章 自然環境・生活 －安全とうるおいのある環境づくり－ 

河川･海岸の総合的な環境整備 

 

 施策の内容 

(１) 河川の改修・整備 

① 矢作川の堤防改修・補強と、矢作古川との分

岐点における防災ステーションの建設を国

に働きかけます。 

② 広田川をはじめ愛知県が管理する河川につ

いて、自然環境にも配慮した治水・浸水対策

としての河川改修を県に働きかけます。 

③ 県による二の沢川の河川整備に併せて、水辺

プラザを整備します。 

④ 津波対策が重要度を増したことから河川堤

防の液状化対策など施設の耐震改修や整備

を県と連携して推進し、災害に強いまちづく

りを進めます。 

(２) 海岸・港の整備と活用 

① 津波高潮対策のために海岸堤防の液状化対

策などの耐震改修や施設整備を県と連携し

て推進し、災害に強いまちづくりを目指しま

す。 

② 寺津漁港海岸は防潮施設の高潮や津波対策

を進めます。 

③ 漁港施設の機能強化のため、修繕計画の策定

や機能保全計画に基づく整備により、施設の

長寿命化を図ります。 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

 

河川の環境整備について、うるおいのある環境の創出と景観の形成、生態系の保全・回復に努め

ます。 

市民と協働で自然環境を保護し、多自然川型づくりや干潟の保全を図ります。 

漁港は浅海漁業の基地として機能を維持するとともに、漁船とプレジャーボートが共存するフィ

ッシャリーナとしての利用を進め、市民や漁業者とともに港の良好な環境維持に努めます。 

 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民は矢作川流域のクリーン作戦などに積極的に参加し

て、河川環境美化と生態系の保全を進めます。二の沢川水辺

プラザ事業における修景施設の整備にあたり市民や事業者は

グランドワークに参加します。海岸沿いに漂着するごみの回

収を継続的に実施し、海岸や河川の清掃美化活動を進めます。

寺津漁港の漁業者とプレジャーボート利用者は、フィッシ

ャリーナとして快適な港の環境を維持します。漁業協同組合

は、漁港や海岸沿いに漂着するごみの回収を継続的に実施し、

漁港や海岸の清掃美化活動を進めます。 

矢作川、矢作古川をはじめ１

級河川、２級河川や海岸の整備

を国・県に働きかけます。また、

市民への情報提供を行い、河川

や海岸、漁港の美化などを啓発

するとともに、市民や事業者、

団体が参加する活動を支援しま

す。 
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地球環境保全活動の推進 

 

４ 地球環境   主な実績 

○今後 10 年間の環境施策の基本的な考え方を

示した「第 2 次西尾市環境基本計画（2017

～2026）」を策定し、新たに温室効果ガス

排出量の削減の数値目標を設定しました。 

○住宅用地球温暖化対策設備導入費補助と低

公害車普及促進補助制度を拡充し、再生可能

エネルギーの利用を促進しています。 

○平成 25 年度に、小中学校など 11 施設で屋

根貸しによる太陽光発電事業を実施し、再生

可能エネルギーの利用を促進しています。 

○環境活動団体などとの協働により、実行委員

会方式で環境 Wave２１を開催し、地球温暖

化をはじめとする環境問題への理解促進、環

境への取り組みの周知を図っています。 

   今後の課題 
○住宅用太陽光発電装置をはじめ、再生可能エ

ネルギーの普及に対する支援を継続すると

ともに、国や愛知県との連携による温室効果

ガス排出量の削減が必要です。 

○地球環境に関わるイベントや各種講座など

の改善を図りながら、集客力の向上を図って

いくことが必要です。 

○電気自動車をはじめとする低公害車の購入

補助により、低公害車の導入が進んでいます

が、市内に水素ステーションが整備されてい

ません。今後、燃料電池自動車の普及動向に

合わせて設置を促す方策が求められます。 

○西尾市市民環境活動連絡会のさらなる加入

促進を図っていくことが望まれます。 

○西尾市市民環境活動連絡会との連携により、

市民目線を取り入れた地球環境保全施策の

進行管理を進めていくことが求められます。 
⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●太陽光発電、家庭用燃料電池、スマートハウスなど、新たなエネルギーや技術が普及しています。 

●電気自動車(EV)、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、燃料電池自動車（FCV）などの低

公害車が普及しています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

太陽光発電の普及 2,300 件 6,290 件 4,000 件 7,550 件

（追加）太陽光発電設備導
⼊容量 - 74,300kW - 111,450kW

（追加）温室効果ガス排出量 - 

1,630.5 千

t-CO2

（H25）

- 

1,506.6 千

t-CO2
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第 5 章 自然環境・生活 －安全とうるおいのある環境づくり－ 

地球環境保全活動の推進 

 

 施策の内容 

(１) 新たなエネルギーの利用促進 

① 新たなエネルギーや技術の普及を進めるた

め、補助金制度などの情報提供に努めます。

② 住宅用太陽光発電装置や家庭用燃料電池、ス

マートハウスの導入補助などにより、新たな

エネルギーの利用促進に努めます。 

③ 再生可能エネルギーの導入は、周辺環境や生

態系への影響の少ない太陽光発電を中心に

推進します。 

④ 市有施設の屋根貸し太陽光発電事業などに

よる地域でつくられる再生可能エネルギー

について、災害時などにおける有効利用を検

討します。 

(２) 市民による環境活動の推進 

① 市民の環境に対する意識を高めるため、市民

と連携してイベントなどを開催し、啓発を図

ります。 

② 市民の環境保全へのきっかけづくりと地域

の人材育成のため、市民とともに ｢にしお大

学環境学部講座｣を開催します。 

③ 小・中学校の総合的な学習の時間を軸に、地

域の特性を生かした環境教育の推進に努め

ます。 

④ 市民による環境活動に対して、情報や活動の

場の提供などの支援をするとともに、環境活

動団体や環境に興味のある市民、事業者など

の相互連携とネットワーク化を図ります。 

(３)省エネ生活の推進 

① 地球温暖化対策の必要性を認識してもらう

ための情報提供に努めるとともに、省エネル

ギー・省資源の普及啓発を図ります。 

② 環境にやさしいライフスタイルのＰＲと環

境保全のきっかけづくりのため、各種団体と

連携して、環境学習の機会の提供に努めま

す。 

③ ｢みどりのカーテンコンテスト｣の開催など

により、夏の暑さを和らげ省エネにも効果の

ある「緑のカーテン」の普及を図ります。 

④ 電気自動車をはじめ市が定める低公害車の

購入補助により、省エネルギーと温室効果ガ

スの排出抑制を推進します。 

⑤ 市が率先してクールビズ・ウォームビズに取

り組むことにより、市民や事業者に対して普

及啓発します。 

⑥ 公共交通の利便性を高め、クルマ（自家用車）

と電車・バスなどの公共交通、自転車、徒歩

を賢く使い分け、環境に優しい交通手段を利

用するエコモビリティライフを推進します。

 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

市民、事業者、市がそれぞれの立場で、省エネルギー化や新たなエネルギーの利用、環境活動

への参加などに取り組み、環境にやさしいライフスタイルへの転換を進めます。 

 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民や事業者は、地球環境問題を学ぶとともに、

省エネルギー化や新たなエネルギーの利用、環境活

動への参加など、地球環境にやさしいライフスタイ

ルへの転換、地域や事業活動の中で環境に配慮した

活動に努めます。 

地球温暖化対策の必要性を意識しても

らうための情報提供に努めるとともに、省

エネルギー・省資源の普及啓発を図りま

す。自然エネルギーをはじめとする新たな

エネルギーの利用促進に努めます。 
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第 5 章 自然環境・生活 －安全とうるおいのある環境づくり－ 

地球環境保全活動の推進 

 

５ 環境衛生   主な実績 

○クリーンセンターの見学会や環境イベント

などを行い、ごみの減量の考え方や分別の必

要性を市民に啓発しています。 

〇ぼかしの無料配布や生ごみ処理機器の購入

補助を行い、生ごみの減量化を推進していま

す。 

○公害を未然に防ぐため、河川や工場排水の水

質調査などを定期的に行っています。 

○ごみの情報アプリ「さんあ～る」を導入し、

スマートフォンなどを通じてごみ減量・資源

化を啓発しています。 

〇老朽化するクリーンセンターの長寿命化を

図るため、焼却炉更新事業（平成 27 年度か

ら平成 38 年度まで）を実施しています。  今後の課題 
○市民へのごみの分別ルールの浸透、徹底を図

るため、定期的に正しいごみの分別ルールの

周知・啓発や、多言語化表示などを行ってい

く必要があります。 

〇地域ごとに異なる不燃ごみの分別ルールを

市内で統一する必要があります。 

〇クリーンセンターの機能を適正に維持する

ため、ごみの減量や長寿命化工事を行うとと

もに、西尾市、岡崎市、幸田町の２市１町に

よる広域化計画に基づいて建替えを検討し

ていく必要があります。 

 

〇最終処分場の維持管理料を削減するため、施

設の統廃合を進めるとともに、長寿命化する

ため、適正に管理する必要があります。 

〇斎場やすらぎ苑は、昭和５３年に開苑し、施

設も設備も老朽化しています。今後、施設を

長寿命化し、市民ニーズに対応した施設にす

るため、大規模改修が必要です。 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●リサイクルの推進やごみの減量・分別が進み、ごみを出さない社会になっています。 

●クリーンセンターへごみがスムーズに搬入され、ごみが適正に処理されています。 

●公害を未然に防止し、健康に暮らしていける住みやすい住環境が整っています。 

●資源となるものは再利用する循環型社会となっています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

市⺠⼀⼈⼀⽇あたりのごみ排
出量 1,037ｇ 1,036ℊ - 1,034ｇ

リサイクル率  14.9% 15.6% - 17.4%

処理しなければならない市⺠⼀
⼈⼀⽇あたりのごみ量 900ｇ 920ｇ - 901ｇ
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地球環境保全活動の推進 

 

 施策の内容 

(１) ごみの減量・資源化 

① 市民・事業者・行政の三者が行うべき役割と

行動を明確にし、リフューズ、リデュース、

リユース、リサイクルの４Ｒを推進します。

② 地域によって異なる、ごみの分別ルールを市

内で統一し、ごみ分別の徹底を図ります。 

③ 子どもから大人まで市民一人ひとりがごみ

を減量する意識を持つよう、啓発活動を推進

します。 

(２) ごみの適正処理 

① 老朽化するクリーンセンターを長寿命化す

るとともに、岡崎市、幸田町と２市１町で広

域化計画に基づき、建替えを検討します。 

② クリーンセンターに搬入された再利用でき

る不用品は、整備・調整し、リサイクルプラ

ザで市民に提供します。 

③ ごみを減量化するため、剪定枝リサイクルを

推進します。 

(３) 最終処分場の適正管理 

① 最終処分場の統廃合を進めるとともに、統合

した最終処分場は適正に管理し、長寿命化を

図ります。 

(４) 火葬場の適正管理 

① 斎場やすらぎ苑を計画的な改修・維持管理に

より、長寿命化します。 

(５) 公害対策の推進 

① 大気や水質、騒音、振動などの環境調査・監

視を行います。 

② 工業団地などに進出する企業と公害防止協

定を締結し、公害の発生を未然に防止しま

す。 

③ 工場建設などにあたっては建築開発事業指

導要綱に基づき、事前に指導します。 

④ 必要に応じて工場へ立入調査し、公害を防止

します。 

⑤ 市民から寄せられる公害苦情の解決に努め

るとともに、公害発生の未然防止について啓

発します。 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

市民、事業者、行政が協力し、リサイクルの推進、ごみの減量・分別を進め、ごみを出さない社

会を構築します。 

事業者の協力の下で、公害防止協定の締結や建築開発事業指導要綱に基づく工場建設の事前指導

などを行い、公害の発生を防止します。また、市民と連携して環境を調査・監視します。 

 

市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

ごみを出さないライフスタイルに向けて、４Ｒを徹底し、

家庭から出るごみの減量や分別などに、市民一人ひとりが取

り組みます。 

「ごみ減量を考える会」などの環境活動団体などと一緒に

ごみを減らすための検討を行います。 

公害が起きないように監視し、万一公害を発見した時は速

やかに市へ通報します。 

ごみの減量・資源化を進め、

クリーンセンターなどへ搬入す

るごみを減量するとともに、施

設の長寿命化や建替えを進めて

いきます。 

大気や水質、騒音、振動など

の環境調査・監視を行うととも

に、公害苦情の速やかな解決に

努めます。 
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６ 防災   主な実績 

○出前講座の実施や南海トラフ地震の被害予

測に基づくハザードマップの配布、防災カレ

ッジの開催など、防災意識の向上について市

民への啓発を強化しました。 

○防災ボランティアの活動の支援や、機能別消

防団の設立、地域の防災リーダーとの連携に

より、市民の防災意識を高めました。また、

自主防災会の訓練や資機材の確保を支援し

ました。 

○飲料水兼用耐震性貯水槽の整備や防災用井

戸の確保を進めました。 

○避難行動要支援者の災害時対策として、自主

防災会や民生委員との情報共有の促進する

とともに、移送訓練や搬送訓練の実施につい

て参加の呼び掛けを行いました。 

○応急危険度判定士の育成を進め、避難所の安

全確保や自宅避難の際の二次被害防止につ

いて周知しました。   今後の課題 
○避難所は校区の自主防災訓練などを通じて

地元が主体的に運営することが必要であり、

地域防災リーダーを養成して、市民の防災意

識を一層高める必要があります。 

○機能別消防団のスキルアップや、自主防災会

が主体となった訓練内容の充実が必要です。

〇地域で災害時に必要な備蓄食料や資機材を

確保し、飲料水兼用耐震性貯水槽などの使用

方法を確立することが必要です。 

 

 

○避難行動要支援者には、近隣住民や地域の主

体的な対応が不可欠で、日ごろからの情報の

共有や移送訓練などの実施が必要です。 

○市内の応急危険度判定士は民間の人材の登

録が少ないため、建築士会などの協力を得て

登録を拡大することが必要です。 

○スムーズな避難所運営などの支援を得るた

めに、避難所と災害応援協定を締結した事業

者などとの連携が必要です。 

○緊急輸送道路から防災関連拠点の出入口ま

での道路を指定し、道路整備の優先順位を定

める必要があります。 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●住民自ら家具固定やガラス飛散防止など、生活に身近なことから防災対策が行われるようになっ

ています。 

●防災知識を身につけたリーダーが自主防災会の中心となって、救命講習や防災訓練などを指導し

ています。 

●自主防災会が地域内の避難行動要支援者を全て把握し、災害時には近隣住民が駆けつける体制が

できています。また、その際の避難先が確保されています。 

●地域住民の防災意識が高まり、標高表示板や避難誘導看板、ハザードマップなどによる避難場所、

避難ルートが確保されています。   
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指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

単位⾃主防災組織の訓練実
施率 67.5% 62.7% 80% 90%

校区⾃主防災会連絡協議会
訓練実施率 72% 76% 95% 100%

狭あい道路の整備件数 50 件 64 件 60 件 70 件

家具固定等の災害対策を⾏っ
ている世帯割合 37.1%

35.2%

（H29）
50% 70%

避難⾏動要⽀援者登録割合 56% 100% 80% 100%

地域の標⾼や災害ごとの避難
所等を把握している市⺠割合 65.4%

71.2％

（H29）
80% 100%

 

 

 施策の内容 

(１) 防災意識の高揚 

① 市職員に対して図上訓練や避難所運営など

の防災教育を実施し、行動マニュアルなどを

活用・改善して、市職員の災害対応力を向上

させます。 

② 自主防災会、ボランティア、学校などへの出

前講座や啓発、校区の自主防災訓練での避難

所運営の試行などにより、市民の防災力を向

上させます。 

③ 南海トラフ地震など大規模な地震が発生す

る可能性や被害予測などについてハザード

マップで周知するなど、市民の防災意識を高

めます。 

④ 各家庭における家具固定・落下防止対策を推

進するために、補助制度の創設を検討しま

す。 

⑤ 次世代の防災を担う小中学生の防災意識の

醸成のために、全小中学校における防災教育

を推進します。 

(２) 地域防災力の強化 

① 消防団の強化やボランティア団体などの活

動を支援するとともに団体同士の連携を強

化して、防災ネットワークを構築します。 

② 自主防災会の訓練などの活動や資機材の整

備を支援するとともに、各校区が主体となっ

た実践的な訓練の実施を促します。 

⑥ 地域の特徴に合わせた「地区防災計画」の導

入を検討します。 

(３) 避難行動要支援者対策 

① 避難行動要支援者について、自主防災会等地

域コミュニティと連携して安否確認や避難

支援などができる体制づくりを整えます。 

② 福祉避難所の役割について地域の理解を得

るとともに、多様な避難行動要支援者に対応

する方法を各団体や市担当課と協議します。

③ 指定避難所での避難生活が困難な避難行動

要支援者が福祉避難所へ避難できるよう、社

会福祉施設所管課と連携し、民間事業者との

災害協定を推進します。 

④ 津波発生時、逃げ遅れた方や要配慮者が避難

できる津波避難施設を拡充するために、企業

等に対する避難施設等整備費補助制度の創

設を検討します。 

⑤ 命山または津波避難タワーの建設を検討し

ます。 

(４) 災害発生時に備えた減災・復旧対策 

① 防災教育や防災訓練の際に、女性や高齢者な

どに配慮した避難所の運営や資機材の整備

を行うとともに、避難所運営に参加する女性

を増やします。 

② 二次被害を防ぐため、応急危険度判定士の民

間からの登録を拡大します。 
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③ 貯水槽や災害時協力井戸などにより、断水時

の生活用水の確保を進めるとともに、確実に

給水する方法を整えます。 

④ 地域の防災活動や災害時の救護・避難活動の

中心となる防災リーダーを育成します。 

自主防災会長の複数年任期を推進し、防災意

識の醸成を推進します。 

⑤ 実効性の高い防災訓練や中長期的な計画な

ど優良な活動事例を紹介し、活動のブラッシ

ュアップを支援します。 

また、優良な活動を支援するための補助制度

を検討します。 

③ 建築確認申請時に道路の後退や後退部分の

市への寄付採納を促すことにより、道路幅員

を確保して狭あい道路を解消します。 

④ 物的人的支援を速やかに受けられるよう、事

業所や自治体間の災害応援協定を更に進め

ます。 

⑤ 津波浸水被害に対応した施設整備を進めま

す。 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

今後、発生が予想される大地震や風水害などの被害を軽減していくために、市民の災害への備え

を促すとともに危機意識を高め、自ら行動するようにします。市民一人ひとりの「自助」、地域社

会の「共助」、行政の「公助」の３つが連携した防災協働社会を形成します。 

 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民一人一人が各種災害やその被害に関心を持ち、耐震補

強や家具固定、備蓄食料の確保などの災害対策を実践する「自

助」を進めます。 

電気・水道などライフラインの切断や広範囲の被害によっ

て、消防・警察などの救助活動がすぐにできない場合、自主

防災組織などで救出・救護、消火作業、避難所の運営を行い

ます。平時の訓練などへの参加、地域での資機材の備蓄、避

難行動要支援者への支援体制の確立などを行い、近隣住民み

んなで助け合う「共助」を進めます。 

小学校区自主防災会連絡協議会は、より実践的な避難所運

営訓練を実施します。各防災ボランティア団体は自主防災組

織の要望に答え、訓練の支援やアドバイスを行うとともに、

災害時は一緒にボランティアセンターを運営します。 

建築士会などは、応急危険度判定士の養成と登録を促進し

ます。 

事業者は防災責任者を定め、従業員に対して防災研修や防

災訓練を行うとともに、緊急時に事業を継続するための事業

継続計画（ＢＣＰ）を作成し、災害後の速やかな事業の再開

を目指します。事業者の有する専門的資機材・スキルなどを

地域社会の一員として自主防災組織や市が行う災害応急対策

に生かします。 

市を始め、警察、消防、県、

国といった行政機関やライフラ

イン各社の公共企業などで応急

対策活動である「公助」を行い、

各機関とも、災害の発生からで

きるだけ早く応急対策活動がで

きるよう、備えます。 

市は、地域住民の安全に対す

る第一義的な責任を有する公的

機関としての災害対策を実施す

るとともに、自主防災組織や各

家庭に向け災害対応を促すな

ど、`「公助」と「自助・共助」

の連携を図ります。 
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７ 防犯・交通安全   主な実績 

○警察と防犯情報を共有するとともに、ショッ

ピングセンターなどにおける、市民への啓発

活動を進めたことで、犯罪件数は減少傾向と

なりました。 

○町内会が主体となって防犯灯及び防犯カメ

ラの設置や交通危険箇所の確認などを行っ

ています。 

 

○子どもや高齢者の事故を防止するため、保育

園や幼稚園、小・中学校、宅老所等で交通安

全教室を実施し、交通マナーを啓発していま

す。 

○自主防犯団体によるパトロール活動など、地

域の安全性を高めるための活動を促してい

ます。 

   今後の課題 
○市民が「自分の身は自分で守る」意識を高め

ることや、犯罪被害を他人事と思い込まない

よう、啓発を強化することが必要です。 

○地域の安全性を高めるため、地域が主体とな

って防犯や交通安全パトロールなどの活動 

 

を強化することや、地域の危険箇所を確認し

て対策を考えていくことが必要です。 

○警察署と連携し、暴力団排除のための啓発

や、犯罪被害者支援のための情報提供を行う

必要があります。 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●市民や事業者が、防犯や交通安全に対して高い意識を持っています。防犯対策や交通安全対策も

充実して、子どもから高齢者まで市民みんなが安心して日常生活を送っています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

犯罪発⽣件数 2,077 件 1,044 件 1,900 件 1,000 件

交通事故発⽣件数 5,052 件 5,279 件 4,800 件 4,600 件

犯罪が少ないという理由で本市
に住み続けたいと思う市⺠の割
合 

13.8% 13.5%（H29) 16% 19%
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 施策の内容 

(１) 防犯・交通安全意識の高揚 

① 警察と連携して地域の防犯意識を高めます。

② 防犯啓発活動や防犯教室などを行い、具体的

な犯罪・防犯情報を提供し、防犯意識を向上

させます。 

③ 交通安全啓発活動や年齢に応じた交通安全

教室などにより、子どもや高齢者、夜間ウォ

ーキングを行う市民の交通安全意識を向上

させます。 

(２) 地域の安全活動の推進 

① 自主防犯団体活動を支援し、警察と連携して

地域の自主的な防犯活動を推進します。ま

た、防犯灯及び防犯カメラの設置を推進して

犯罪の抑止を図ります。 

 

② ホームページや回覧物などによる犯罪・防犯

情報を提供するとともに、地域ボランティア

の協力を得たパトロール活動など、不審者対

策を強化して子どもや高齢者の犯罪被害の

防止を図ります。 

③ 地域が主体となって防犯や交通安全のため

の総点検を行い、危険箇所の認知と対策を講

じます。 

④ 交通安全立看板などの標示物を設置し、交通

安全環境を整備します。 

(３) 犯罪被害者支援を暴力追放運動の推進 

① 警察と連携し、暴力追放のための気運を盛り

上げます。 

② 犯罪被害者を支援するための体制を整備し

ます。 

(４)空家等の適正管理の促進 

① 町内会と連携し周辺の生活環境に悪影響を

与えるおそれのある空家等を把握し、所有者

等へ適正な管理を促します。 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

防犯・交通安全は「自分の安全は自分で守る」ことを基本的な考え方として、高い意識を維持し

ていくために、警察、市民、団体で情報を共有するとともに、力を合わせて活動を推進し、犯罪や

交通事故のない安全で安心して生活できるまちの実現を目指します。 

 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

日常生活において犯罪や交通事故に遭わないよう市民一人

ひとりが注意するとともに、市とともに防犯パトロールを実

施するなど、自主的に防犯活動を行います。 

警察、市民、団体と連携して

防犯・交通安全意識を向上させ

るための啓発活動を行います。 

また、防犯・交通安全情報を

提供するとともに、これらに対

する市民の活動を支援します。 
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８ 消防   主な実績 

○旧西尾地区の小学校区ごとに、機能別消防団

を組織し、非常備消防体制を強化しました。

○消防車両の計画的な更新、幡豆分署の移転・

改修など、計画的にハード面を整備・更新し

ました。 

 

○消防団が、放水訓練や救助訓練、応急救護訓

練を定期的に実施するとともに、地域の防災

訓練に参加することなどにより、地域の災害

対応力を強化しました。 

○毎年３人の救急救命士を養成するとともに、

愛知県医療救急システムを活用するなど、救

急体制を充実させました。   今後の課題 
○消防力を高めるため、消防車両や庁舎、消防

水利を更新する必要があります。多額を要す

るため、計画的に更新する必要があります。

○機能別消防団の結成により非常備消防体制

を整えることができましたが、団員の確保が

難しくなっており、消防団の加入者を増やす

必要があります。 

 

○すべての市民へ正しく情報を提供するため、

外国語による通報や視覚障害者の対応が可

能となる通報システムの構築が必要です。 

○救命率を高めるために、救急救命士の養成と

救急業務の高度化に対応した資器材の充実

が必要です。同時に、市民や事業所への応急

手当の普及も重要であり、そのための指導人

員を確保する必要があります。 

 

 

⽬指す姿と⽬標指標 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

消防⽔利（消⽕栓）の設置数 1,703 栓 1,753 栓 1,707 栓 1,813 栓

消防⽔利（防⽕⽔槽）の設置
数 383 基 383 基 - 389 基

普通救命講習会の受講者数 10,462 ⼈ 16,843 ⼈ 22,000 ⼈ 32,000 ⼈

住宅⽤⽕災警報器の普及率 70.2% 82.6% 80% 90%

 

  

●消防力が充実しているため、安全に暮らすことができます。 

●消防署と非常備消防機関、住民が連携し災害に対応する体制が整っています。 

●市民の防火意識が高く、火災の発生が減少しています。 

●市民の応急手当に関する知識・技術が養われ救命率が向上しています。 
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地域ぐるみの防災･防犯活動の推進 

 

 

 施策の内容 

(１) 消防力の強化 

① 消防力の維持・強化を図るために、消防車両

や消防庁舎、消防水利の機器と施設を計画的

に更新・整備します。 

② 災害による被害を最小限に抑えるため、消防

団の実践的な訓練や地域との連携により、地

域の災害対応力を強化します。 

③ 消防団員を確保するため、消防団のイメージ

アップや消防団員向けの特典の拡充、協力事

業所の拡大など、消防団の魅力を高めます。

④ 高機能消防指令システムの機能を維持・強化

するため、管理体制の確立や機器の計画的な

更新、外国語対応などの新たなニーズに対応

したシステムの構築などを進めます。 

 

(２) 救急救命体制の充実 

① 救命率を向上させるため、救急救命士の育

成、救急技術の向上、救急車両・資機材の充

実、医療機関との連携強化など、救急体制を

充実させます。 

② 市民や事業所、女性消防クラブなどの各種団

体に対して講習会の開催や情報提供等を行

い、応急手当ができる人を増やします。 

③ 女性消防団及び応急手当普及ボランティア

組織などが、自立した応急手当普及啓発活動

ができるよう、応急手当普及員講習及び指導

用資器材を拡充させます。 

(３) 火災予防対策の推進 

① 人命危険の高い防火対象物や危険物施設な

どの立入検査を行い、防火安全対策を推進す

るとともに、住宅用火災警報器の設置を促進

するなどにより、家庭における安全・安心を

確保します。 

② 火災予防の広報・啓発、消防署体験入署など

を行い、地域の防火意識を高揚させます。 

 

 協働のまちづくりの考え⽅ 

大規模災害が発生しても自分の命は自分で守るという意識を高めるとともに、市民を始め、各

種団体、事業所などの活動を通して、地域の災害対応力を高めます。 

また、救急車が現場に着くまでの間、その場に居合わせた人が応急手当をすることで、救命率

を高めます。 

行政は、地域の災害対応力や応急手当の体制を強化するために、訓練や講習会の開催を支援し

ます。 

 

 市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民を始め、各種団体、事業所などを中心に訓練、講習会

などを行い、初期消火・応急手当の知識・技術などを修得し、

地域の災害対応体制の一翼を担います。 

地域の住民や各種団体、事業

所などに対し、消火、防火や応

急手当の正しい知識・技術を指

導します。 

また、応急手当普及員などの

指導者を養成します。   
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第 6 章 市民・行政 －市民と行政が共に考え、行動するまちづくり－ 

市民と行政の協働のまちづくりの推進 

 

１ 市民協働   主な実績 

○市民活動センターを拠点に行う市民活動推

進業務を NPO に委託することで、柔軟な発

想と専門的なノウハウを生かした新たな法

人の設立・運営やボランティア活動を継続的

に支援しています。 

○対話を重視した市民協働ガイドを実施し、市

民と行政が地域の課題や行政の取り組みな

どについて認識を共有しています。 

○第 2 次西尾市男女共同参画プランを平成 26

年 3 月に策定し、計画に基づいた施策を展開

しています。 

○市の基本的な政策を策定するときはパブリ

ックコメントを実施しています。 

○地域の活性化や市民サービスの向上に向け、

企業などの団体との包括連携を進めていま

す。   今後の課題 
○身近な地域課題の解決を目指して、市民が自

主的に取り組む活動を促進するための補助

金制度を運用しています。地域への波及効果

がより高い事業を促進するために、審査のあ

り方を検討する必要があります。 

○「にしお市民活動センター（愛称：アクティ

にしお）」を拠点とするＮＰＯやコミュニテ

ィ団体などの活動を、より実践的にコーディ

ネートし、支援できるように機能を強化する

必要があります。 

 

○市内で公益的に活動を行っている団体やサ

ークルの情報を紹介する「にしお市民活動情

報サイト」の内容を充実させ、活動する市民

を増やす必要があります。 

○女性活躍推進法に基づく計画策定と合わせ

て、第２次西尾市男女共同参画プランを見直

し、本市の実情に即した取り組みを推進する

必要があります。 

⽬指す姿と⽬標指標 

●アクティにしおを拠点に市民活動を継続的に支援し、活発に活動を展開する新たなボランティア

や市民活動団体が育っています。 

●地域の課題を解決するため、市民と行政が役割などの認識を共有し、市民協働を推進する土壌が

形成されています。 

●委員会、審議会などへ多くの女性が参画し、男女の意思が公平に市政に反映されています。 

●性別に関わりなく、あらゆる分野で意欲に応じて活躍できる社会になっています。 

●にしお市民活動情報サイトの内容が充実し、会員相互で情報が共有されています。 

 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

にしお市⺠活動情報サイト登録
団体数 92 団体 135 団体 200 団体 300 団体

審議会等への⼥性の登⽤率 20% 24% 30% 40%

市⺠活動センター利⽤登録団体
数 107 団体 167 団体 200 団体 250 団体
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第 6 章 市民・行政 －市民と行政が共に考え、行動するまちづくり－ 

市民と行政の協働のまちづくりの推進 

 

地域活動やボランティア・NPO 活
動に参加したい市⺠割合 33% 28%（H29) 35% 40%

⽇常⽣活や社会において男⼥が
平等であると感じる市⺠割合 55% 51%（H29) 60% 65%  施策の内容 
(１) 市民活動・ボランティア活動の推進 

① 市民活動団体のニーズと地域への波及効果

などを検証し、効果的な補助を行います。 

② NPO・市民活動団体などの設立や活動など

に関する相談や情報の提供を行い、団体を支

援します。 

③ 市民活動・ボランティア団体などの情報発信

を充実させ、市民の活動参加を促します。 

(２) 市民意見のまちづくりへの反映 

① 市の基本的な政策を策定するときは、パブリ

ックコメントなどを実施し、市民意見を施策

に反映する機会を設けます。 

② 代表町内会長会議が、町内会への事務連絡、

町内会からの意見、町内会同士の意見交換等

の場となるように支援します。 

③ 市民の生の声を聞き、行政の施策に反映する

ための仕組みづくりを検討します。 

(３) 男女共同参画社会の推進 

① 委員会、審議会などへ多くの女性が参画し、

男女の意思を公平に市政に反映させます。 

② 男女共同参画社会のさらなる推進を目指す

ため、女性活躍推進法に基づく市町村推進計

画としても位置づける「第２次西尾市男女共

同参画プラン」の見直しを行い、本市の実情

に即した取組を推進します。 

③ 男女共同参画の視点を取り入れた災害時の

対策に取り組みます。    協働のまちづくりの考え⽅ 
地域の課題を解決するには、従来の公平・画一的な行政サービスでは不十分なケースが多くなっ

てきています。これらの課題の解決に自主的に取り組む市民活動団体やボランティアなどと行政が

協働することにより、行政だけでは難しかったきめ細やかで柔軟な対応や、有効な取り組みを進め

ます。また、市と企業が緊密な相互連携の下、幅広い分野の様々な取り組みにおいて、市民と行政

との協働によるまちづくりを推進することにより、地域のニーズに迅速かつ適切に対応し、市民の

安心・安全の向上と地域の活性化を図ります。   市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民活動団体などは、団体の目的を達成するために自主的

に市民活動を推進し、その活動内容の情報を公開します。市

民に活動内容の理解を促し、活動への参加を呼び掛けます。

 

 

市民活動団体、ボランティア団体

などの活動を支援し、行政の各分

野で、市民団体などの特徴を生か

した連携に取り組みます。   
- 66 -
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市民と行政の情報共有と情報公開の推進 

 

２ 情報共有   主な実績 

○広報紙を、平成２７年度に全面リニューアル

し、市民の満足度を高めることができまし

た。ホームページも平成２８年度にスマート

フォン対応などの機能を追加し、閲覧数が増

加しています。 

○「市民の声」「市政懇談会」「市政世論調査」

などを通じて広聴を多角的に進め、市民の意

見を広く把握しています。 

○定例記者会見などで、報道機関への市政ＰＲ

を行っています。市公式ツイッターを開始し

て、イベントなどの情報や災害時の情報の発

信にも備えています。 

○個人情報保護条例に基づき、情報の保有・利

用・開示請求などの取り扱いを正確かつ迅速

に進めています。 

○市民に親しまれる広報紙を目指して、広報サ

ポーターが市民目線で、市の魅力を発信する

記事を掲載しています。   今後の課題 
○市民と共に市政を考えるには、市民に対して

市政情報を積極的に、分かりやすく発信する

必要があります。 

○広報紙の満足度を上げるため、地区や年齢に

かかわらず多くの人に親しんでもらえる記

事や紙面構成にすることが必要です。 

○どの世代にも見やすいホームページにする

必要があります。 

○市政に意見を述べる機会が少ない層の意見

を把握する必要があります。若年層を対象と

する「市政懇談会」の継続など、広聴方法の

工夫が求められています。 

○幅広いメディアや、ＳＮＳなどを活用して市

政情報の発信を充実させることが課題です。

○個人情報や行政情報の流出・改ざん防止な

ど、機密性・完全性を確保し、業務を継続さ

せるために、必要な時に必要な情報が取り出

せるといった可用性の確保など、確実な情報

セキュリティ対策が必要です。 

○情報公開条例の趣旨に基づき、市が保有する

情報は開示を原則とし、例外的に不開示とす

るものは、必要最小限にとどめる必要があり

ます。  
⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●幅広い世代の多くの市民が、広報紙やホームページを見て市政に興味を持っています。 

●市民が行政に対する意見や要望を述べる機会に、積極的に参加しています。 

●市民が行政と情報を共有して、行政へ意見や提案を積極的に示しています。 

●職員の個人情報の保護に対する意識が高く、適切に個人情報を取り扱っています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

ホームページの閲覧件数 1,700,531 件 3,102,886 件 1,900,000 件 4,200,000 件

「広報にしお」の満⾜度 50.1% 49.8% 52.5% 55.0% 
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  施策の内容 
(１) 広報広聴の充実 

① 広報紙やホームページを、どの世代にも見や

すく親しまれるような内容・表現を目指して

改善していきます。 

② 市民と行政が懇談する機会など、市民の声を

聞き取る仕組みを充実させ、幅広い世代の考

え方や意見を行政に反映します。 

③ 報道機関を活用して行政情報を発信すると

ともに、さまざまな情報発信媒体（ツイッタ

ーなど）で、タイムリーに情報を発信します。

④ 市の地域資源や特徴的な施策などの魅力を

市内外に発信することで、市のイメージアッ

プを図り、移住定住の促進に努めます。 

(２) 個人情報保護とセキュリティ対策の強化 

① 個人情報の適正な管理と情報漏えい対策を

充実強化させます。 

② 情報セキュリティポリシーの必要な見直し

と定期的な研修を実施します。   協働のまちづくりの考え⽅ 
行政と市民や団体・事業者などが、お互いに信頼し合い、安心して情報を共有し、意見交換がで

きるまちづくりをします。市内外に、本市を積極的に PR し、知名度を上げる取り組みをしながら、

市民が誇りを持てるようにしていきます。 

 

市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

各種情報発信媒体を通じて行政が発信する情報に市民が関

心を持ちます。まちの魅力を再発見し、まちの PR の重要な

担い手として、今後もまちの魅力を積極的に発信していきま

す。 

また、「市政懇談会」や「市民の声」などを通じて、市政に

対する意見や要望を積極的に発信します。 

町内会や NPO などの市民活動団体は、市が発信する情報

を地域住民や会員に的確に伝達し、情報共有に努めます。お

互いに連携しながらあらゆる手段を活用して継続的に情報発

信していきます。 

また、事業者も市政に関心を持ち、まちづくりの情報を市

民と共有します。 

市民にとって有意義な情報や

行政側が知ってもらいたい情報

を分かりやすく積極的に発信

し、全国に向けても本市の魅力

を発信していきます。 

また、市政運営の方針や改善

に役立てるため、市民が気軽に

参加できる意見交換の機会の提

供など、さまざまな取り組みを

して市民から意見・要望を集約

します。  
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活発なコミュニティ活動の推進 

 

３ コミュニティ   主な実績 

○小学校区ごとに「校区コミュニティ推進協議

会」を組織化し、「校区コミュニティ推進方

針」に基づき、各地域の住民の創意と工夫に

よる活動が進められています。 

○外国人も分かるように配慮した「やさしい日

本語」を活用した生活情報誌を毎月発行して

います。６カ国語対応の「外国人のための生

活ガイドブック」で、外国籍住民に市政情報

などを発信しています。 

○姉妹都市であるニュージーランドのポリル

ア市への高校生訪問団を派遣しています。こ

の交流を通じて、市民の国際的な視野が広が

っています。 

○「佐久島アートプラン 21」事業など継続的

に展開してきたことで、交流人口が増加して

います。   今後の課題 
○少子高齢社会の進展で、多様化する課題を解

決する地域の取り組みや住民同士のつながり

を強める上で、コミュニティの役割がますま

す重要になっています。 

○本市では、小学校区ごとに「校区コミュニテ

ィ推進協議会」を組織化して活動を展開して

います。町内会との役割分担が不明確である

ことや役員の高齢化、担い手不足が問題とな

っています。今後は、地域の課題解決に向け

て、校区コミュニティを核とし、町内会をは

じめ地域の多様な主体と相互補完の関係の中

で、組織の自立を促す必要があります。 

○本市には 8,000 人以上の外国籍住民が居住

しています。言語や文化の違いから、日常生

活で誤解が生じやすく、多様な文化を理解し

合う多文化共生社会を構築する必要がありま

す。 

○グローバル社会における国際交流事業は、教

育やまちづくりの視点からも重要であり、引

き続き推進する必要があります。 

○佐久島は、「佐久島アートプラン 21」事業の

継続的な展開により、交流人口が大幅に増加

していますが、必ずしも定住人口の増加につ

ながっていません。「島を美しくつくる会」と

連携し、定住促進につながる事業を検討する

必要があります。 

  
⽬指す姿と⽬標指標 

●地域活動に参加する市民が増えて、地域の問題に自主的に取り組んでいます。世代を超えた人と
人のつながりが強まり、安心して生活できる地域が形成されています。 

●国際感覚を身に付けた市民が増え、互いの文化を認め合う多文化共生社会が構築されています。 

●佐久島の居住環境の魅力が高まり、定住する人が増え、島が活性化しています。 

指標名 
実績値 ⽬標値 

Ｈ25（2013）年
策定時 

Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

佐久島移住者相談窓⼝数 2 か所 3 か所 3 か所 3 か所

外国⼈⽣活⽀援相談窓⼝数 1 か所 1 か所 2 か所 3 か所

地域間での交流が活発に⾏わ
れていると考えている市⺠割合 36% 35%（H29) 40% 45%
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佐久島移住者数 15 ⼈ 29 ⼈ 20 ⼈ 30 ⼈ 施策の内容 
(１) 地域活動の推進 

① コミュニティ活動を多角的に支援し、自助・

共助・公助の精神に基づく、心豊かな地域づ

くりを進めます。 

② 校区コミュニティ活動をより活発にするた

め、市民がコミュニティの一員として、地域

社会に関心を持つとともに、校区コミュニテ

ィ推進協議会の役割について理解を深め、地

域の課題に即した活動に取り組めるように

支援します。 

③ 校区コミュニティ推進協議会が相互に交流

し、情報共有や連携を進め、コミュニティリ

ーダーを育成します。 

 (２) 多文化共生の推進 

① 外国籍住民との意見交換をする機会を設け、

外国籍住民と日本人の多文化共生を推進し

ます。 

② 多言語で表記した「外国人のための生活ガイ

ドブック」や、やさしい日本語を活用した「生

活情報誌」などにより外国籍住民に必要な情

報を提供していきます。 

(３)国際交流の推進 

① 国際交流協会を支援し、同協会に所属する外

国籍住民に地域活動への参加を促し、コミュ

ニケーションの場を広げていきます。 

② 国際交流協会と役割を分担しながら、姉妹都

市ポリルア市と交流事業を進め、グローバル

社会に対応できる人材を育成します。 

(４) 総合的な離島振興 

① アートの島の魅力を発信し、交流人口を増や

すことで新たなビジネスチャンスを広げま

す。遊休農地を活用して島の特産品の開発と

ブランド化を目指します。 

② 「島を美しくつくる会」と行政が連携して、

移住者向けの情報を提供します。空家活用を

促進するなど、移住者の受入れ環境の整備を

進めます。 

③ 島内の良好な生活環境の維持・改善のため、

関係者と連携して来島者に守って欲しい島

内のルールをつくり、急増する観光客に啓発

します。  協働のまちづくりの考え⽅ 
地域が自立し、住みやすい社会を維持するため、行政だけでは解決できない地域の課題解決に住

民自らが主体的に取り組むことができる体制を普及させるとともに、必要に応じてこれらの取り組

みを行政が支援します。 

佐久島は、島民が構成する各種団体と行政が連携して、島を活性化し、定住人口を増やすための

環境整備を進めます。 

外国籍住民との交流を積極的に行い、情報共有と相互理解を深め、多文化共生社会を実現してい

きます。  市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

まちづくりの担い手として、各校区のコミュニティ推進協

議会の活動に積極的に参加し、行政だけでは対応できない地

域課題の解決に主体的に取り組み、地域の連帯感を深めます。

「島を美しくつくる会」をはじめとする島内の団体が連携

して、景観づくりや伝統文化の継承、活動後継者の育成、移

住希望者の受け入れ窓口など幅広い活動に努めます。 

国際交流協会は多文化共生の推進母体として、外国人と日本

人との架け橋になるような活動を推進します。 

 校区コミュニティ推進協議会が

活性化するように支援します。 

佐久島振興課が窓口となって、

島民や島を美しくつくる会などと

連携して活動できる環境を整備し

ます。    
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４ 行財政運営   主な実績 

○行財政改革推進計画（第４次実行計画）に基

づく補助金の見直しなど、１０５件の改革に

取り組み、約３０億円の削減効果をあげまし

た。また、公開事業診断や事務事業評価にも

取り組みました。 

○公共施設再配置計画に基づいて策定した実

施計画（2014-2018）を踏まえて、効率

的で効果的な施設の再配置を進めています。

○合併初年度に策定した定員適正化計画の「目

標以上（約１５０人）の職員を削減するとと

もに、職員の資質を高めるための研修を充実

しています。 

○市外企業の誘致と市内企業の流出防止を積

極的に進め、平成２５年度から２８年度まで

に県内有数の４８件の実績をあげました。 

○住基・税などの基幹システムをメインフレー

ムからオープンシステムに再構築し、毎年の

運用コストを削減できました。   今後の課題 
○行財政改革は適切に推進しているものの、今

後も厳しい財政状況であるため、より業務の

効率化と部局が連携した取り組みが必要で

す。 

○権限移譲に対応するため、専門的な知識を持

つ人材の確保や育成が必要です。 

○合併による地方交付税算定替えの特例措置

が縮減されていくため、予算の選択と集中が

一層求められていきます。 

○公共施設再配置基本計画に基づく取り組み

を推進して、効率的・効果的な施設の維持・

管理・運営・配置を推進することが必要です。

また、官民連携手法の推進については、市民

の理解を得ながらその在り方を再整理する

ことが課題です。 

 

○質の高い住民サービスを提供するため、職員

の計画的な採用と専門的な人材を育成する

ことが必要です。 

○企業誘致などを推進するため、企業からの用

地ニーズに速やかに対応できるよう企業用

地を確保することが必要です。 

○行政改革実行計画や事務事業評価の実施が

過大な事務負担とならないように、効率的な

策定方法を検討することが必要です。 

○より効率的な行財政運営のために、システム

化や行政組織の再編などを進めることが必

要です。 

 

 

⽬指す姿（⽣活像）と⽬標指標 

●地域の力を結集したまちづくりが進み、コミュニティ活動も活発になっています。 

●市民が市財政に関する情報に関心を高め、現状や将来展望などの情報の共有化が図られています。  
指標名 

実績値 ⽬標値 
Ｈ25（2013）年

策定時 
Ｈ28（2016）年 Ｈ29（2017）年 Ｈ34（2022）年

⾏財政改⾰推進計画の取組
事項の進捗率 96.8% 98% 100% 100%
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市職員の対応が良いと思う市
⺠割合 54.2% 58.1%（H29) 60% 65%

市⺠ニーズに応じた⾏政サービ
スがなされていると思う市⺠割合 33.7% 31.9%（H29) 45% 55%  施策の内容 
(１) 地方分権改革への対応 

① 地方分権改革による権限の増大化と責任の

重大化に適切に対応するため、市民ニーズを

把握するとともに業務遂行に係る人材の育

成と確保を進めます。 

(２) 行財政改革の推進 

① 合併によって集約された地域資源（ヒト・モ

ノ・カネ・情報）を効率的・効果的に活用し、

安定した行財政運営を確立するとともに、無

駄を省いた事業執行と質の高い行政サービ

スを推進します。 

② 公共下水道の企業会計化を着実に進めます。

③ 行政評価委員会を一層周知するとともに、市

民の理解と協力を得た行政運営を推進しま

す。 

④ 自主財源の根幹となる市税への理解を深め、

納税意識を高めてもらうために啓発します。

(３) 公共施設再配置の推進 

① 西尾市公共施設再配置実施計画に基づき、事

業を推進するとともに、引き続き第２次西尾

市公共施設再配置実施計画を策定し、効率

的・効果的な施設の維持・管理・運営・配置

を実現します。 

② ファシリティマネジメント（ＦＭ）の考え方

に基づいた再配置を推進するため、公民連携

（ＰＰＰ）の可能性を探りながら、公共施設

の長寿命化や利用者負担の見直し、市有財産

の効率的運用など、さまざまな取り組みを展

開します。 

③ 西尾市公共施設等総合管理計画に基づき、計

画的に効率化かつ効果的な公共施設などの

整備・更新や維持管理を行い、次世代への負

担を減らします。 

 

 

(４) 職員の意識・資質の向上 

① 合併後の職員定員管理の適正化を図り、合併

のスケールメリットを発現させます。 

② 多様化・高度化する市民ニーズに対応するた

め、より専門的知識を持った人材育成と職員

の資質向上を図ります。 

(５) 安定財源の確保 

① 企業誘致などを積極的に進め、税収を確保し

ます。 

② 適正な債権管理により財源を確保します。 

③ 売却可能財産の処分や公有財産の貸付けな

どにより財源を確保します。 

④ ふるさと納税制度を推進し、財源を確保しま

す。 

(６)効率的な行財政運営 

① 経費負担の在り方や行政効果などを十分精

査することにより、民間活力の導入や補助金

などの整理合理化を進め、財政運営の効率化

を推進します。 

② 情報システムの統廃合など、情報システムの

最適化を推進します。 

③ マイナンバー制度を活用した各種オンライ

ン手続きなど、ＩＣＴを活用した住民サービ

スを提供します。 

④ 時代に合わせて行政組織を柔軟に見直し、多

様化・高度化する行政課題に的確に対応でき

る編成とします。また、地域住民の身近なサ

ービス拠点である支所と本庁の連携を強化

し、質の高い住民サービスを提供します。 

⑤ 多様化する広域的な課題について、県や周辺

自治体と連携・補完しながら、より効率的な

広域行政を進めます。 

  
- 72 -



 

第 6 章 市民・行政 －市民と行政が共に考え、行動するまちづくり－ 

身近で便利な市民サービスの充実 / 効率的で健全な行財政運営の確立 

  協働のまちづくりの考え⽅ 
市民と行財政運営の情報について共有できるような環境を充実させ、市民はできるだけ自助、共

助による地域生活を維持します。また、行政は、単にコスト削減のために NPO やボランティア団

体を活用するのではなく、市民・諸団体の自主的な活動を補完します。このように市民とともに、

真に協働する行政が実現できるような取り組みを目指します。 

  市民・団体・事業者の役割 行政の役割 

市民それぞれが地域のために何ができるのかを考え、市や

市民全体の将来を築いていくための活動を行います。また、

そのような環境づくりを市に要望することにより、自らが考

え、行動できるようになることを目標とします。 

それぞれの団体や業界の利益だけでなく、市の発展に寄与

する活動を行います。また、行政からの助成を求めない活動

を行うことにより、団体としての自立を目指します。 

さまざまな機会を通じて行財

政運営に関わる情報を収集し、

分析します。更に今後の予測を

行い、市民と情報を共有しなが

ら政策を立案します。 

また、政策立案にあたっては、

従来の方針にとらわれることな

く、市民の意向を確認しながら

進めます。   
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